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第１章 計画策定にあたって 

 １．計画策定の趣旨 

  教育基本法第１７条第１項では、「政府は、教育の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推 

 進を図るため、教育の振興に関する施策についての基本的な方針及び講ずべき施策その他必要 

 な事項について、基本的な計画を定め、これを国会に報告するとともに、公表しなければなら 

 ない。」と定められており、また、同条第２項において、「地方公共団体は、前項の計画を参酌 

 し、その地域の実情に応じ、当該地方公共団体における教育の振興のための施策に関する基本 

 的な計画を定めるよう努めなければならない。」と定められています。 

  本計画は、この教育基本法の理念に基づき、国の教育振興基本計画を参酌しつつ、社会情勢 

 や本市の実情に合った課題と合わせ、本市が目指す教育の推進に向けて策定するものです。 

 ２．計画の位置づけ 

 （１） 教育基本法第１７条第１項に基づく「教育振興基本計画」を参酌した計画です。 

 （２） 最上位計画である「第２次甲賀市総合計画」に対応した教育分野に関する主要施策を総 

     合的かつ体系的に構築し、施策の方向性、ビジョンを示す「政策レベル」の計画です。 

 （３） 市の目指す教育の姿を明確にするため、総合的な理念・方針を定めた「甲賀市教育大 

     綱」を具現化するための計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （４） ＳＤＧｓとの関連性の明確化 

  ２０１５年９月に国連サミットで採択された持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）は、世界共通 

 の目標です。「誰一人取り残さない」という理念は、本市の経営方針また、教育目標にも共通す 

 ることから、本計画における各施策とＳＤＧｓとの関連を明確にし、ＳＤＧｓの掲げる目標達 

 成に向けた施策に取り組みます。 

 

 

 

 

 

【第２次甲賀市総合計画】 

あい甲賀 いつもの暮らしに「しあわせ」を感じるまち 

【教育大綱 教育方針】 

たくましい心身と郷土への誇りをもち、未来を切り拓く人を育てる 
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【第４期甲賀市教育振興基本計画】 

施策レベルの計画 

■甲賀市小中学校再編計画       ■甲賀市人権に関する総合計画 

■甲賀市いじめ防止基本方針      ■甲賀市スポーツ推進計画 

■甲賀市文化のまちづくり計画     ■甲賀市文化財保護基本方針 

事務事業レベルの計画 

●甲賀市青少年自然体験活動振興計画  ●甲賀市図書館サービス計画 

●甲賀市子ども読書活動推進計画 
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３．計画策定の理念 

 本計画は下記の事項を基本的な理念として策定します。 

 〇教育基本法に掲げられている教育の目的、目標、生涯学習の理念等の実現 

 〇第２次甲賀市総合計画に掲げる未来像『あいこうか いつもの暮らしに「しあわせ」を感じ 

  るまち』の実現 

 〇第２次甲賀市総合計画・第３期基本計画に掲げる「新しい豊かさの追求」や「暮らしの「余 

  白」を生み出す」、「甲賀スタイル」の実現や重点プロジェクトである「若者子育て応援プロ 

  ジェクト」や「こどもの可能性無限大プロジェクト」の推進 

 〇甲賀市教育大綱に掲げる教育方針及び教育目標の達成 

  ＜教育方針＞ 

  「たくましい心身と郷土への誇りをもち、未来を切り拓く人を育てる」 

  ＜教育目標＞ 

  １．ともに学び、ともに育ち、ともに生きる 

  ２．豊かな心と健やかな体を育む 

  ３．郷土への誇りを持ち、世界に発信できる人を育てる 

４．計画の期間 

 本計画は令和７年（2025 年）４月から令和１１年（2029 年）３月までの４年間を計画期間とし

ます。 

H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

(2017) (2018) (2019) (2020) (2021) (2022) (2023) (2024) (2025) (2026) (2027) (2028)

計画期間：なし
平成29(2017)年度から

後期計画

年度

計画期間：12年間
平成29(2017)年度から令和１０(2028)年度

第1期
計画期間：4年間

第2期
計画期間：4年間

第3期
計画期間：4年間

第4期 計画期間：4年間
令和7(2025)年度から
令和10(2028)年度

第3期 計画期間：6年間
平成31(2019)年度から

令和6(2024)年度

基本計画

教育大綱

総合計画

教育振興
基本計画

 

 

５．計画で取り扱う「教育」の範囲 

 （１） 乳幼児期、少年期、青年期、成人期、高齢期のいずれの時期の教育も含みます。 

 （２） 教育施策を実施する部局にかかわらず、本市における教育分野に関する施策を含みま 

     す。 

 （３） 家庭教育、就学前教育、学校教育及び社会教育の全ての場所を含みます。ただし、県 

     立・私立の保育園、幼稚園、認定こども園、学校、専修学校、各種学校で行われる教育 

     内容等については、各園・学校の独立性を尊重して、本計画では含まないこととしま 

     す。 
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甲賀市の教育大綱 

 

 １．教育方針 

たくましい心身と郷土への誇りをもち、未来を切り拓く人を育てる 

本市には、中世から自治を重んじる「甲賀郡中惣」が芽生えるなど、地域どうしのつながりや

人と人との絆を大切にする文化がいきづいています。 

教育は、人づくりを通じてより良い未来をめざす実践であり、まちづくりの根幹を成すもので

あります。 

 

そのためには甲賀市の伝統や文化を深く理解し、郷土愛にあふれ、地域に誇りを持ちながら、

広い視野で自らの人生を切り拓き、より良い社会づくりに貢献することのできる心豊かな人を育

てることが大切です。 

 

さらに、時代は高度情報化・グローバル化の進展と技術革新が進んでいます。 

このような時代の変化に対応しながらたくましく生き、広く社会で活躍できる人、地域にいな

がらにして世界に発信することができる人を育てることも重要です。 

 

また、いじめ・不登校・ひきこもりなど青少年を取り巻く状況が依然として深刻な中、いのち

の尊さを重んじ、生きる力[1]を育む教育が必要です。 

 

 今後は、アフターコロナにおける新しい生活様式を教育にも取り入れながら、教育的ニーズに 

合わせたＩＣＴ[2]の活用を進め、本市総合計画の未来像である「あい甲賀 いつもの暮らしに“し 

あわせ”を感じるまち」を実現するため、「たくましい心身と郷土への誇りをもち、未来を切り 

拓く人を育てる」ことを教育方針とし、教育施策を総合的に推進していきます。 

  

                                                      
[1] 生きる力：変化の激しいこれからの社会を生きる子どもたちに身に付けさせたい「確かな学力」「豊かな人間性」「健康と体力」の３
つの要素からなる力 
[2]

 ＩＣＴ：「Information and Communication Technology（情報通信技術）」の略で、様々な形状のコンピュータを活用した情

報処理や通信技術の総称 
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 ２．教育目標 

教育方針に基づき、本市がめざす教育の姿を実現するために、次の３つの教育目標を掲げ、教

育施策を推進していきます。 

 

教育目標１ ともに学び、ともに育ち、ともに生きる 

就学前の乳幼児や小中学校の児童・生徒の誰もが安全に安心して学べる環境整備、いじめや不

登校のない学校づくり、生涯にわたって「いつでも どこでも 学びたいときに学べる」環境づ

くりを進めます。 

また、教職員の指導力と資質の向上を図るとともに、様々な課題を抱える子どもへの支援 

を充実し、主体的・協働的で深い学びをとおして、一人ひとりを確実に伸ばし、「確かな学力[3]」と

「生きる力」を育成します。 

さらに、家庭、園、学校、地域及び企業の連携を強め、乳幼児期から高齢者に至るまで市民の

交流の中で幅広い学びづくりに努めます。 

 

教育目標２ 豊かな心と健やかな体を育む 

道徳教育や人権教育、読書、様々な体験、優れた文化・芸術に触れる機会をとおして、自然や

人を愛する思いやりのある豊かな心を育てるとともに、いのちを大切にし、お互いの人権を尊重

する精神や態度を育成します。 

また、誰もが気軽に文化やスポーツに親しめる環境を整え、健康で明るく生きがいのある充実

した生活が送れるよう支援し、心身ともにたくましい人を育てます。 

 

教育目標３ 郷土への誇りを持ち、世界に発信できる人を育てる 

貴重な歴史遺産を引き継ぐとともに、日本遺産や国史跡に指定された文化財等の整備と活用を

図ります。 

そして、地域学を推進し、地域について深く学び、よく知ることによって郷土愛を育むととも

に、まちの魅力を誇れる人を育てます。 

  また、グローバル社会で活躍していくために、キャリア教育やＩＣＴ教育、英語教育の推進を 

 図り、主体的に行動する力と発信できる力を身に付けた人を育てます。 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      
[3] 確かな学力：知識・技能に加えて、学ぶ意欲や自分で課題を見つけ、自ら学び、主体的に判断し、行動し、よりよく問題解決する資質や能力
等まで含めたもの 
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３．教育施策の柱 

３つの教育目標とその基本的方向を踏まえ、各教育分野で総合的かつ計画的に取り組む教育施

策の柱を、次のとおり設定します。 

子ども・子育て 

（１）就学前教育の充実 

・保育教育課程に基づいた保育・教育の充実 

・学びの芽生えを育み、就学につなげる教育・保育活動の推進 

・安心安全な保育・教育環境の整備 

（２）家庭教育の充実 

・家庭における教育力の充実 

   ・家庭教育支援事業の充実 

（３）地域の子育て力の強化 

・育ちをつなぐ家庭・地域・園・小学校・各種団体・企業の連携・協力 

・地域の人々との交流と支援 

学校教育・青少年の健全育成 

（１）学校教育の充実  

・学ぶ力を高め、確かな学力の育成 

・豊かな心と感性を育む道徳教育の推進 

・いじめ・不登校対策への取組強化 

・特別支援教育の推進 

・グローバル社会で活躍できる人材の育成・国際教育の充実 

・小中連携・一貫教育の推進 

・地域学の推進と特色ある学校づくり 

（２）教育環境の充実 

・将来を見据えた適正な学校教育環境の整備 

・ＩＣＴ機器の導入等教育設備の充実 

・安全・安心な学校給食の提供 

・教職員の資質向上を図る研修の充実と研究の推進 

・教職員の働きやすい環境づくり 

・支援員、相談員、指導員などの充実 

（３）青少年の健全育成 

・一人ひとりの課題に応じたきめ細やかな相談・支援の充実 

・非行等の未然防止活動の強化 

・生きる力を育む体験活動の推進 
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生涯学習・文化・スポーツ 

（１）生涯学習環境の充実 

・いつでも、どこでも、だれでも学びあえる生涯学習環境の充実 

・子どものときから本に親しむことができる環境づくり 

（２）文化・芸術の振興 

・文化・芸術の振興のための人材育成、活動の場の充実、自主活動支援 

・文化・芸術の環境整備 

（３）スポーツの振興 

・だれもが気軽にスポーツに親しめる環境づくり 

・スポーツ振興のための施設整備と指導者育成 

歴史・文化財 

（１）文化財調査と保護 

・文化財の調査、保護、保存による歴史文化遺産の継承 

（２）文化財等の活用 

・市民との協働による文化財を活用したまちの魅力発信 

多文化共生 

・外国人児童生徒を支援する総合的な体制づくり 

・学校や各種団体、企業、地域の連携による、日本語指導や進路支援の充実 

人権教育・人権啓発 

・いのちを大切にし、人間の尊厳を基本とする、人が輝く教育の推進 

・あらゆる場における人権教育の推進と指導者の育成 

安全教育・防災教育・保健衛生教育 

（１）安全教育の充実 

・安全対策の啓発や安全指導の充実 

（２）学校・園における防災教育の推進 

・災害に適切に対応できる能力の育成 

（３）保健衛生教育の充実 

   ・新型コロナウイルス感染症等対策の徹底 
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第２章 甲賀市の教育をめぐる現状・課題と施策の方針 

この章では、今後４年間に進める主な取り組みについて教育施策の柱に沿って、総合的かつ体

系的に掲げます。 

 教育施策の体系 

以下の施策体系に基づき、教育施策を総合的かつ計画的に推進します。 

教育方針 たくましい心身と郷土への誇りをもち、未来を切り拓く人を育てる 

 

教育目標 
１．ともに学び、ともに育ち、ともに生きる 
２．豊かな心と健やかな体を育む 
３．郷土への誇りを持ち、世界に発信できる人を育てる 

  

教育施策の柱 教育施策 

Ａ 子ども・子育て 

 

(１)就学前教育の
充実 

① 全体的な計画に基づいた教育・保育の充実 

② 学びの芽生えを育み、就学につなげる教育・保育活動の推

進 

③ 安心安全な保育・教育環境の整備 

 (２)家庭教育の充
実 

① 家庭における教育力の充実 

② 家庭教育支援事業の充実 

 
(３)地域の子育て  
    力の強化 

① 育ちをつなぐ家庭・地域・園・小学校・各種団体・企業の

連携・協力 

② 地域の人々との交流と支援 

Ｂ 学校教育・青少年の健全育成 

 

(１)学校教育の充
実 

① 学ぶ力を高め、確かな学力の育成 

② 豊かな心と感性を育む道徳教育の推進 

③ いじめ・不登校対策への取組強化 

④ 特別支援教育の推進 

⑤ グローバル社会で活躍できる人材の育成・国際教育の充

実 

⑥ 小中連携・一貫教育の推進 

⑦ 地域学の推進と特色ある学校づくり 

 

(２)教育環境の充
実 

① 将来を見据えた適正な学校教育環境の整備 

② ＩＣＴ機器の導入等教育設備の充実 

③ 安全・安心な学校給食の提供 

④ 教職員の資質向上を図る研修の充実と研究の推進 

⑤ 教職員の働きやすい環境づくり 

⑥ 支援員、相談員、指導員などの充実 
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(３)青少年の健全 

  育成 

① 一人ひとりの課題に応じたきめ細やかな相談・支援の充

実 

② 非行等の未然防止活動の強化 

③ 生きる力を育む体験活動の推進 

Ｃ 生涯学習・文化・スポーツ 

 
(１)生涯学習環境

の充実 

① いつでも、どこでも、だれでも学びあえる生涯学習環境の 

  充実 

② 子どものときから本に親しむことができる環境づくり 

 
(２)文化・芸術の

振興 

① 文化・芸術の振興のための人材育成、活動の場の充実、自

主活動支援 

② 文化・芸術の環境整備 

 (３)スポーツの振
興 

① だれもが気軽にスポーツに親しめる環境づくり 

② スポーツ振興のための施設整備と指導者育成 

Ｄ 歴史・文化財 

 (１)文化財調査と
保護 

① 文化財の調査、保護、保存による歴史文化遺産の継承 

 (２)文化財等の活

用 
① 市民との協働による文化財を活用したまちの魅力発信 

Ｅ 多文化共生 

 

(１)多文化共生 

① 外国人児童生徒を支援する総合的な体制づくり 

 ② 学校や各種団体、企業、地域の連携による日本語指導や進

路支援の充実 

Ｆ 人権教育・人権啓発 

 
(１)人権教育の推

進 

① いのちを大切にし、人間の尊厳を基本とする、人が輝く教

育の推進 

② あらゆる場における人権教育の推進と指導者の育成 

Ｇ 安全教育・防災教育 

 (１)安全教育の充
実 

① 安全対策の啓発や安全指導の充実 

 (２)学校・園にお
ける防災教育
の推進 

① 災害に適切に対応できる能力の育成 

Ｈ 環境教育 

 （１）環境教育の推  

   進 

① 持続可能な社会の構築を目指した環境教育の推進 
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 A 子ども・子育て 教 育 

施 策 
の 柱 

（１）就学前教育の充実 

成 

果 

保育・教育課程を見直し、「全体的な計

画」を作成したことにより、子どもの生活経

験や発達の過程などを考慮し、総合的にね

らいや内容が達成できた。 

課 

題 

今後も、子どもたちの生活経験や発達過

程などの実態に即した全体的な計画とする

ため、随時見直しを行っていく必要がある。 

成 

果 

園の実態にそった人権教育全体計画を

作成し、心の育成に努めた。 課 

題 
毎年、各園の実態や子どもたちの状況に

合わせて、人権教育全体計画の見直しを行

っていく必要がある。 

成 

果 

特別な支援を必要とする子どもたちの支

援の充実を図るため、発達課題や特性など

を理解し、共有することで支援体制を整え

ることができた。 

課 

題 

保護者とともに子どもの育ちを支えられ

るように、支援の理解を得て、さらなる支

援の充実を図っていく必要がある。 

「甲賀市乳幼児保育・教育の指針」等による保育園・認定こども園の一貫した保育・教育の充実 

特別支援教育 

人権教育 

 ① 全体的な計画に基づいた教育・保育の充実 

成 

果 

管理栄養士による各園での食育指導や

保護者向けの食育研修会の実施、また地産

食材を味わう経験や調理、栽培活動等を通

して食育を推進できた。 

課 

題 

食育推進のため、引き続き研修会や講師

派遣等の機会を園児や保護者に提供して

いく必要がある。 

食育の推進 

成 

果 

安全教育の推進により、手洗いうがいな

どの感染予防が生活の中で身に付けられる

ようになったほか、避難訓練や交通指導、

防犯訓練を定期的に開催することで、緊急

時に適切な行動をとれるよう意識づけられ

た。 

課 

題 

今後も、年齢に応じた基礎的な感染予防

や緊急時に対応できる各種訓練を継続す

る体制づくりが必要である。 

安全教育 
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ターゲット 4.2 
2030年までに、全ての子どもが男女の区別なく、質の高い乳幼児の発達・ケア及び就学前教育にア

クセスすることにより、初等教育を受ける準備が整うようにする。 

ターゲット 4.5 

2030年までに教育におけるジェンダー格差をなくし、障がい者及び脆弱な立場にある子どもなど

脆弱層があらゆるレベルの教育や職業訓練に平等にアクセスできるようにする。 

施
策
の
方
針 

「甲賀市乳幼児教育・保育の指針」に

よる保育園・認定こども園の一貫した

教育・保育の充実を行います。 

施
策
概
要 

〇「甲賀市乳幼児教育・保育の指針」に 

 基づく教育・保育の実施 

施
策
の
方
針 

児童の権利に関する条約などにお

ける子どもの人権等について理解し、

子どもたちの人格を尊重したうえで、

保育園・認定こども園での人権教育を

推進します。 

施
策
概
要 

〇人権教育全体計画の作成 

〇子どもの権利条約の周知・発信 

〇保育園等における人権擁護のため 

 のセルフチェックリストの独自作成 

施
策
の
方
針 

子どもたちの発達過程や特性を理

解し、環境を整え、個別の指導計画に

より子どもたちの目標達成を支援し、

特別支援教育を推進するとともに、イ

ンクルーシブ教育を推進します。 

施
策
概
要 

〇特別支援教育コーディネーター研修 

〇教育支援委員会での支援検討 

〇個別の教育支援計画、指導計画、こ 

 こあいパスポートによる支援の連携 

施
策
の
方
針 

食にかかわる体験等から自然の恵

みに感謝し、食への愛着心を育み食育

を推進します。 

施
策
概
要 

〇食育計画の作成 

〇野菜等の栽培による実践教育 

〇食育だより等による家庭への啓発 

〇食育講座の実施 

施
策
の
方
針 

年齢に合わせ、地震等の自然災害や

感染予防等から自己を守れるよう防災

教育、健康・安全教育を推進します。 

施
策
概
要 

〇交通指導の実施 

〇避難訓練、防犯訓練 

〇保健計画の作成 

〇安全計画の作成 
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------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

保育ドキュメンテーション:子どもの普段の活動を写真や動画、音声、コメント等で記録したもの。 

 

 

 

 A 子ども・子育て 教 育 

施 策 
の 柱 

（１）就学前教育の充実 

成 

果 

園全体や各クラスの実態を考慮した「全

体的な計画」に基づき、細やかで具体的な

指導計画を作成し、一人ひとりに応じた教

育・保育の推進につなげた。 

課 

題 

毎年、子どもたちの発達状態等は異なる

ため、実態に即した計画となるよう見直し

が必要である。 

成 

果 

園の自己評価、サービス評価の実施、保

育園・認定こども園等における人権擁護の

ためのセルフチェックリスト等を実施し、評

価・改善に努めた。 

課 

題 

継続して各種の自己評価を行い、教育・

保育の資質向上に努めていく必要がある。 

成 

果 

ステージ別研修、特別支援教育、教育・保

育の資質向上研修会等、実施した。実際の

保育を見学し協議することで資質向上につ

ながった。 

課 

題 

職階や経験にかかわらず、どの職員にも

研修会に参加できる機会を設け、保育の資

質向上を図っていく必要がある。 

指導計画等の作成 

スキルアップ研修、フォローアップ研修、新任研修、２～３年研修、ミドルリーダー研修 

保育園・幼稚園・認定こども園の自己評価の実施・改善 

 ② 学びの芽生えを育み、就学につなげる教育・保育活動の推進 

成 
果 

保育ドキュメンテーションを用いた園内

研修の実施や、実践事例集の作成により、

各園の取り組みを共有することができた。 

課 

題 

今後も引き続き、園の取り組みを公開す

ることで、保育等の実践研修や研究保育を

充実していく必要がある 

研究保育（モデル園公開保育） 

成 

果 

各関係機関と連携し、幼児に関する情報

共有や発達過程に応じた適切な対応に努

め、一人ひとりの育つ力を支えることがで

きた。 

課 

題 

幼児一人ひとりの育つ力を支えていくた

め、引き続き、関係機関と密に連携してい

く必要がある。 

甲賀市教育支援委員会の設置と各関係機関との連携 
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施
策
の
方
針 

子どもたちの発達過程に合わせた

「指導計画」を作成するとともに、常に

子どもの視点に立って自己評価を行

い、教育・保育の質の向上を図ります。 

施
策
概
要 

〇長期的・短期的な指導計画の作成 

〇園ごとの自己評価の実施 

〇サービス評価の実施・評価・改善 

施
策
の
方
針 

園職員の経験や職階に合わせた研修

を充実するとともに、各園の園内研究

を市内で共有することで、職務の専門

性の向上や教育・保育の実践の改善を

行い、質の向上を推進します。 

施
策
概
要 

〇公開保育・研究保育 

〇職階別研修の実施 

〇保育ドキュメンテーションを用いた 

 カンファレンスの実施 

施
策
の
方
針 

子どもたちの内面理解に努め、一人

ひとりの成長・発達の過程に応じた適

切な教育・保育の充実のため、甲賀市

教育支援委員会をはじめとして、関係

機関等と積極的な連携を図ります。 

施
策
概
要 

〇甲賀市教育支援委員会との連携 

〇庁内関係課および関係機関との連携 

〇個別の教育支援計画・指導計画 

ターゲット 4.2 
2030年までに、全ての子どもが男女の区別なく、質の高い乳幼児の発達・ケア及び就学前教育にア

クセスすることにより、初等教育を受ける準備が整うようにする。 

ターゲット 4.5 

2030年までに教育におけるジェンダー格差をなくし、障がい者及び脆弱な立場にある子どもなど

脆弱層があらゆるレベルの教育や職業訓練に平等にアクセスできるようにする。 
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 A 子ども・子育て 教 育 

施 策 
の 柱 

（１）就学前教育の充実 

成 

果 

毎月、施設の安全点検を実施し、危険個

所の把握と修繕を速やかに行い、園児が安

全に生活できる環境を整えることができ

た。 

課 

題 

各施設の危険個所の速やかな把握を行

うため安全点検を怠らず、危機管理に努め

ていく必要がある。 

成 

果 

毎月、避難訓練を実施した。火災や地震

の予想される状況に応じて安全に避難し、

命を守る方法を身に付けられるようにし

た。 

課 

題 

職員の連携を図るとともに、子どもたち

が命を守る術を身に付けていけるよう訓

練を継続していく。 

成 

果 

リスクマネジメント研修を階層ごとに実

施した。 課 

題 

継続してリスクマネジメント研修を実施

し、危険予測と分析から、重大な事故につ

ながらないような対策が必要である。 

施設安全点検 

リスクマネジメント研修 

避難訓練・防犯訓練 

 ③ 安心安全な保育・教育環境の整備 

成 

果 

一時預かり保育、休日保育等を実施し多

様なニーズに応じた保育体制を整えた。 課 

題 

多様化する地域の子育てニーズに応じた

保育サービスを提供できるよう、施策・運

用方法を検討していく必要がある。 

預かり保育、一時預かり保育、長時間保育、延長保育、休日保育、病児保育 

成 

果 

大学訪問、就職フェア等を実施し、学生や

潜在保育士等の人材確保に努めた。 
課 

題 

保育施設等における幼児教育を広く発

信し、人材確保の方法を常に見直しながら

より多くの人材を確保し、幼児教育の充実

を図っていかなければならない。 

就職フェア、施設見学ツアー、甲賀市人材バンク登録推進、大学訪問、高校訪問 
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施
策
の
方
針 

子どもたちが日々生活する各施設

の安全点検を毎月実施し、改善を行い

ます。 

施
策
概
要 

〇各園施設・遊具の安全点検の実施及 

 び危険個所等の対応 

施
策
の
方
針 

万が一の災害等から子どもたちが

身を守れるように、また未然にケガや

事故等から子どもたちを守れるように

訓練や研修を行います。 

施
策
概
要 

〇リスクマネジメントの実施 

〇園独自の防災マニュアルに基づく訓 

 練 

〇安全管理推進リーダー研修会 

施
策
の
方
針 

多様化する保護者のニーズに向き合

い、延長保育や休日保育等を実施し、

安心できる保育サービスを提供しま

す。 

施
策
概
要 

〇土曜保育、延長保育等の保育サービ 

 スの充実 

〇病児・病後児保育の無償化 

〇一時預かり保育の無償化 

施
策
の
方
針 

保護者が安心して子どもを園に託せ

る適切な環境を維持するために、保育

士等の人材確保に向けた取り組みを

推進します。 

施
策
概
要 

〇学生を対象としたインターンシップ 

 の実施 

〇保育支援員配置による保育士支援 

〇私立園の人材確保事業に対する補 

 助 

ターゲット 4.2 
2030年までに、全ての子どもが男女の区別なく、質の高い乳幼児の発達・ケア及び就学前教育にア

クセスすることにより、初等教育を受ける準備が整うようにする。 

ターゲット 13.1 

全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靭性（レジリエンス）及び適応の能力を強

化する。 
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成 

果 

ＷＥＢサイトのほか、ＬＩＮＥやインスタグラム

などのＳＮＳを活用して子育てに役立つ情報

を提供した。 

課 

題 

必要な情報がより多くの子育てに関わる

方に届くよう、内容や発信方法の見直しが必

要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 A 子ども・子育て 教 育 

施 策 
の 柱 

（２）家庭教育の充実 

成 

果 

４か月健診時に、絵本を介して保護者が言
葉と心を通わす「ブックスタート」を実施。ボ
ランティアが親子に対面で読み聞かせを行え
た。 
また、１０か月健診時にも啓発活動を通し

てフォローアップを行い、本に親しむ機会を
提供できた。 

課 

題 

ブックスタート事業を継続するにあたり、地

域の読み聞かせボランティアの減少及び高齢

化により、後継者の確保と育成が課題となって

いる。 

成 

果 

小学校での講座では、助産師から命の大切

さについて学ぶ「命の授業」を授業参観で実

施。また、園では、生活習慣にかかわる講演

やわらべうた遊び等の触れ合い遊びを行い、

家庭教育支援につなげることができた。 

課 

題 

講座の実施について、より効果的な支援に

なるよう内容と周知の工夫が必要である。 

成 

果 

祖父母世代を対象にした講座やリーフレッ

ト配布を実施し、乳幼児期、学童期の孫との

かかわり方や、祖父母の役割の理解を深めて

もらう機会となった。 

課 

題 

新型コロナウイルス感染症の拡大により、

情報提供の機会が限られたため、今後、受講

者数を増やすため広報や内容の工夫が必要

である。 

ブックスタート 

孫育て講座 

子育て・親育ち講座 

 ① 家庭における教育力の充実 ②家庭教育支援事業の充実 

成 
果 

プレパパママサロンでは、特に先輩パパマ

マとの交流や、様々なアドバイスが不安の軽

減に繋がった。産後の子育て家庭には、ベビ

ーママ教室やリトルママサロンのオープンル

ームの同時開催が不安を解消する場となっ

た。予防型の実施も不安解消の場として重要

な時間となった。 

課 

題 

プレパパママサロンへの参加申込は少なか

ったため、周知の方法等については検討する

必要がある。 

専門職間の連携を強化し、切れ目のない支

援を行い、安心して妊娠期を過ごし育児がで

きるようにサポートしていく。 

産前産後のサポート 

成 

果 

利用者支援事業において、タイミングを逃

さず相談してもらえるよう状況把握に努め、

丁寧に個別対応を行った。また、知り得た情

報によって、関係機関との連携が必要と判断

した場合は、各所に連絡し共有した。 

課 

題 

母子保健との連携を強化することで、切れ

目のないサポートが行えるため、世代包括支

援センター機能のさらなる強化を行う必要が

ある。 

子育て相談 

情報提供の充実 
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施
策
の
方
針 

乳幼児期から親子で本や木材に親し

む機会を設け、家庭の教育力向上を図

るため、ブックスタート、ウッドスタート

を推進します。 

施
策
概
要 

〇ブックスタート事業 

〇ウッドスタート宣言 

〇木育推進事業 

施
策
の
方
針 

子育て・親育ち講座・孫育て講座の

開催や産前産後のサポート事業を実施

し、子育て世代の不安を解消します。 

施
策
概
要 

〇子育てコンシェルジュ事業 

〇各種講座の開催 

〇子育て支援センターの運営 

施
策
の
方
針 

保育園等や学校、子育て支援センタ

ー、保健センター等で気軽に子育てに

関する相談ができるよう充実に努める

とともに、電話やインターネット、メー

ルを活用した子育て相談を進めます。 

施
策
概
要 

〇子育てコンシェルジュ事業 

〇園等での保護者研修会 

〇ICTによる子育て相談 

〇個別懇談の実施 

施
策
の
方
針 

ホームページやＳＮＳ、紙面等を活用

して幅広く子育てに役立つ情報を提供

します。 

施
策
概
要 

〇子育て情報ポータルサイト「甲賀 

 流！こうか子育て応援サイト『ここま 

 あちねっと』」の運営 

〇LINE、Instagramを活用した情 

 報発信 

施
策
の
方
針 

家庭内での子どもの家事分担を通

じた生活学習やしつけを推進できるよ

う、家庭教育の啓発や育児に関する学

習機会の充実に努めます。 

施
策
概
要 

〇子育て講習の実施 

ターゲット 4.2 
2030年までに、全ての子どもが男女の区別なく、質の高い乳幼児の発達・ケア及び就学前教育にア

クセスすることにより、初等教育を受ける準備が整うようにする。 
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 A 子ども・子育て 教 育 

施 策 
の 柱 

（３）地域の子育て力の強化 

成 

果 

子育てサポーター、ブックスタートサポー

ター養成講座を実施し、サポート活動に必

要な基礎知識を身につけてもらうととも

に、登録者数の増加につながった。 

課 

題 

受講者数を増やすため、広報や内容の工

夫が必要である。 

成 

果 

地域の各団体との信頼関係が強化でき

た。地域のネットワーク会議の中での検討

事項が、具体的に実践され新しい取り組み

へとつながった。 

課 

題 

各団体等との連携が進む中で、企業との

つながりを作ることが難しい状況である。

今後、子育て支援という共通の目的を提示

することで、新たな取り組みにつなげられ

るよう工夫が必要である。 

成 

果 

５・５交流（小学５年生と５歳児の交流）や

近隣小学校への散歩、行事への参加など小

学校を身近に感じられるような交流を実施

した。 

課 

題 

小学校の授業の一環ではなく、互いの子

どもの育ちをねらった内容となるような検

討が必要である。 

地域の人材育成 

園児と児童の交流 

地域のネットワークづくり 

 ① 育ちをつなぐ家庭・地域・園・小学校・各種団体・企業の連携・協力 

成 
果 

各校・園が作成した接続カリキュラム（教

育課程）を基に、実践に移すことができた。 課 

題 

年度末に接続カリキュラム（教育課程）の

見直しを行い、校・園の実態に応じたカリキ

ュラムとなるように改善していく必要があ

る。 

保幼小接続カリキュラムの作成 
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施
策
の
方
針 

子育て相談、子育て講座等の実施や

サークル活動、子育て支援関係者等の

ネットワークづくりの支援を実施しま

す。また、子育てサロン等、子どもの育

成に取り組む地域の活動を支援しま

す。 

施
策
概
要 

〇子育て広場の開催 

〇地域主体の子育てサロンの支援 

施
策
の
方
針 

教育環境が大きく変化する保育園

等と小学校の円滑な接続のため、接続

カリキュラムの作成や園児と児童の交

流を推進します。 

施
策
概
要 

〇保育・授業の参観、幼保小合同研修 

 会 

〇架け橋期カリキュラムの作成 

施
策
の
方
針 

地域や各種団体、企業との連携を促

進し、地域全体で子育てを応援してい

ただける人材を育成します。 

施
策
概
要 

〇子育てサポーター等の養成 

〇子育て関連企業との協働事業の実 

 施 

施
策
の
方
針 

市民、行政、地域、園、学校、企業等

が連携し、地域の課題の共有や子育て

情報発信等を行うこうか子ども・子育

て応援団ネットワークを整備し、取り組

みを推進します。 

施
策
概
要 

〇こうか子ども・子育て応援団ネットワ 

 ークの整備 

ターゲット 4.2 
2030年までに、全ての子どもが男女の区別なく、質の高い乳幼児の発達・ケア及び就学前教育にア

クセスすることにより、初等教育を受ける準備が整うようにする。 
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 A 子ども・子育て 教 育 

施 策 
の 柱 

（３）地域の子育て力の強化 

成 

果 

地域の方々と交流する機会をもち、子ど

もたちが地域に愛着を持てるような関わり

や、行事への参加を図り、地域や関係機関

との連携を深めることができた。 

課 

題 

地域との交流が希薄な園もあるので、地

域の子育て力向上に向け、園の取り組みを

見直していく必要がある。 

成 

果 

保護者向けの人権研修会や子育て研修

を実施した。 課 

題 

参集の研修会実施は増加しているので、

今後は保護者の子育て相談の充実を図っ

ていきたい。 

成 

果 

小学５年生と５歳児の交流の実施によ

り、５年生の児童は自分たちよりも年下の

子どもたちと関わることで縦の意識を高め

ることができ、また５歳児にとっては、小学

校入学後の見通しを持つことにつながっ

た。 

課 

題 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、小学５年生と５歳児の交流活動を知る

教員が少なくなり、スムーズに取り組みを

行うことができないことがあった。今後、活

動内容等を検討していく必要がある。 

地域社会における子育て支援の充実 

５・５交流 

子育て相談 

 ② 地域の人々との交流と支援 

成 
果 

職場体験を通して、就学前の４歳児、５歳

児の子どもたちとの触れ合いから、小さな

子どもへの愛情や思いやり、いたわる気持

ち等を学ぶと同時に、中学生としての自覚

や責任感を育てることができた。 

課 

題 

新型コロナウイルス感染症のようなリス

クを想定し、安全な体験受け入れの体制づ

くりを各園とどのように連携し、進めるか

検討が必要である。また、この体験により、

将来の職業選択にもつながるよう体験内

容を検討していきたい。 

職場体験や保育体験を通した交流 

成 

果 

各園が各地域で未就園児交流を実施した

ことにより、地域の子育て支援の充実を図

ることができた。 

課 

題 

未就園児交流会への参加者が減少傾向

にあることから、さらに参加を促せるよう

な開催方法等の検討が必要である。 

未就園児交流 
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施
策
の
方
針 

保育園や認定こども園が地域の子

育て支援の拠点となるよう、子育て相

談の充実や地域、関係機関との交流を

推進します。 

施
策
概
要 

〇未就園児交流事業 

〇保護者研修会 

〇子育て支援センターとの交流 

施
策
の
方
針 

保育園等と小中高等学校との交流

を推進し、好奇心の育成や情操教育、

将来の職業選択につなげます。 

施
策
概
要 

〇５・５交流 

〇中学生職場体験学習 

〇保育体験 

施
策
の
方
針 

未就園児交流を行い、子育て支援関

係機関や、保護者同士をつなぐきっか

けをつくります。 

施
策
概
要 

〇未就園児交流事業 

〇園庭開放事業 

施
策
の
方
針 

保護者や地域の方々と子育ての喜

びを分かち合い、子育てに関する知識

等を交換し、文化や子どもを大切にす

る価値観等を共有できるよう地域全

体の子育て力の向上に努めます。 

施
策
概
要 

〇世代間交流事業 

〇未就園児交流事業 

〇甲賀市ふれあいいきいきサロン 

ターゲット 4.2 
2030年までに、全ての子どもが男女の区別なく、質の高い乳幼児の発達・ケア及び就学前教育にア

クセスすることにより、初等教育を受ける準備が整うようにする。 
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 B 学校教育・青少年の健全育成 教 育 

施 策 
の 柱 

（１）学校教育の充実 

成 

果 

教員の授業力向上に向け、教育委員会所属
の指導主事が、各校を訪問し指導と支援を実
施した。 

課 

題 

学力の定着を図る学習サイクルを確立する
取り組みとともに、課題をもつ児童生徒に対
する個別の指導や支援が必要である。 

成 

果 

各ステージ研修や夏季研修の中で、授業
づくりや学級づくりについて、考え議論する
時間をつくり、指導助言を行うことで、若手
教員の指導力向上につなげた。 

課 
題 

若手教員が学んだことを実践できるよう
に、研究授業などの場を設定し、取り組みや
すい環境づくりを目指す。 

成 

果 

新型コロナウイルス感染症の５類指定以
降、県外研修を再開し、学んできたことを報
告書等にまとめ、市内の学校へ発信した。 

課 

題 

保護者と共に子どもの育ちを支えられる
ように、支援の理解を得て、さらなる支援の
充実を図っていく必要がある。 

指導主事学校訪問 

学力向上推進加速プロジェクト 

若手教員の指導力向上 

 ① 学ぶ力を高め、確かな学力の育成 

成 

果 

毎年、教育研究所において、教科研究を１
テーマ定めて行い、先進的な授業の取り組み
を実践・分析し、現場に共有することで、教員
の授業力向上につなげている。 

課 

題 

研究紀要を通して成果や課題を市内の学
校に広めているが、より具体的に研究内容を
広める場を多く設定していかなければならな
い。 

教育研究所学力向上のための調査研究 

成 

果 

一人１台タブレット端末や電子黒板の配備
等、ＩＣＴ環境を整備し、甲賀市版学力調査の
導入と併せ、ＡＩドリル等を活用し、個に応じ
た補充学習の充実に向けた環境を整備した。 

課 

題 

自ら課題を設定し、計画的に学習を進めら
れるようにするために、タブレット等の有効
な活用をはじめ、家庭学習の取り組みを充実
させ、家庭学習の定着を図る必要がある。 

学力パワーアップの取り組み 

成 

果 
滋賀県による少人数指導に係る加配の充

実及び学校の様々な課題を解決するための
市による各種支援員などの配置の充実を図
り、きめ細やかな指導や支援を進めた。 

課 

題 

一定の成果が見られたが、今後は、特に
「学校に行きづらい児童生徒」の居場所づく
りや寄り添い支援のための人材育成、スペシ
ャル・サポートルームの充実に向けての取り
組みが必要である。 

きめ細やかな指導・支援体制の整備 

成 

果 

英語検定の受験率は全中学生の８０．９％、
３級以上取得者ならびに３級相当者は４５．
０％であり、本事業が定着し、生徒の英語学
習への意欲向上につながった。 

課 

題 

自ら課題を設定し、計画的に学習を進めら
れるよう、タブレットの有効な活用方法をは
じめ、家庭学習の取り組みを充実させ、児童
生徒の家庭学習の定着を図る必要がある。 

漢字検定・英語検定の推進 

成 

果 

市立図書館と学校図書館の連携を深めた
ほか、学校図書館司書の増員を行い、子ども
たちの読書に親しむための環境整備を進める
ことができた。 

課 

題 

子どもたちが読書に親しむための環境は
整ってきているが、今後はそれらをいかに活
用していくか効果的な方策を考えていく必要
がある。 

学校図書活用の推進 
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施
策
の
方
針 

「甲賀市学校教育の指針」による小中学

校の一貫した学校教育の充実を行います。 

施
策
概
要 

〇甲賀市学校教育の指針の運用 

施
策
の
方
針 

指導主事による学校訪問や指導力向上

研修等の実施により、学校教職員の指導力

や授業・学級づくり力を向上します。 

施
策
概
要 

〇指導主事による教職員への指導 

〇研究授業 

施
策
の
方
針 

児童生徒の学びに向かう力を高めるた

め、個に応じた補充学習の充実やきめ細か

な指導、英検受験の推進や学校読書活動

をさらに推進します。 

施
策
概
要 

〇英語検定受験補助 

〇学校図書の充実 

〇学校図書館司書の巡回 

施
策
の
方
針 

教育ＤＸを推進し、ＡＩドリル等を活用し

た児童生徒それぞれに最適化された学び

を提供し、学力の底上げを目指します。 

施
策
概
要 

〇ICT教育環境整備事業 

〇教育DX推進事業 

施
策
の
方
針 

児童生徒一人ひとりに寄り添い、どのよ

うな支援も行き届いていない児童生徒

「０」を目指します。 

施
策
概
要 

〇スペシャル・サポート・ルームや教育支援 

 センターの設置 

〇スクールソーシャルワーカー、スクールカ 

 ウンセラーの充実 

ターゲット 4.1 

2030年までにすべての子どもが男女の区別なく、適切かつ効果的な学習成果をもたらす無償かつ

公正で質の高い初等教育及び中等教育を修了できるようにする。 
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 B 学校教育・青少年の健全育成 教 育 

施 策 
の 柱 

（１）学校教育の充実 

成 

果 

毎年、各校において学校経営管理計画を

作成し、各校の実情に合わせた道徳教育の

全体計画や年間指導計画について見直し

た。 

課 

題 

地域教材の活用について、資料等の作成

や指導方法など、研究、開発していく必要

がある。 

成 

果 

各校において学校経営管理計画を作成

し、各校の実情に合わせた道徳教育の全体

計画や年間指導計画について見直した。 

課 

題 

子どもたちにとって、地域の身近な題材

から、日常的に地域社会に積極的に関わろ

うとする意欲や態度の育成を図りたい。 

成 

果 

全校での実施には至っていないが、校内

研究のテーマとして取り組み、児童が価値

に迫る道徳科の授業デザインについて研究

を深められた。 

課 

題 

「考え議論する」道徳科授業の指導法に

ついては、各学校の担任が実践している

が、児童生徒が自己の生き方を見つめなが

ら、話し合いを通して自己の生き方を考え

ていくために継続が必要である。 

道徳教育全体計画・年間指導計画の策定と見直し 

道徳科授業の研究 

全体計画別葉の策定と改善 

 ② 豊かな心と感性を育む道徳教育の推進 

成 

果 

毎年、研究授業や授業研究会の実施、講

師を招聘しての研修会等を実施し、ねらい

の共有や道徳教育の推進が図れた。 

課 

題 

子どもたちが道徳の授業で気づいたこ

とを日常生活につなげる、「道徳的実践力」

を育成するための方策を考え、発信してい

く必要がある。 

道徳教育推進プランの推進 

成 

果 

県教育委員会主催の研修に参加し、研鑽

を深めることができた。 
課 

題 

校内研修は学校により、その取り組みに

温度差がある。校内研修の充実を図るため

の方策を考え、発信していく必要がある。 

研修の充実 

成 

果 

児童生徒への調査では、「人の役に立つ

人間になりたいと思うか」の問いに平均７

５％以上がそう思うと回答している。地域

の方をゲストティーチャーに迎え、子どもた

ちが地域の歴史や魅力に関心や愛着を感

じ、様々な活動を通して、人の役に立つこと

の素晴らしさに気づくことにつなげた。 

課 

題 

地域学の推進を継続し、学習や学校行事
における地域の人との交わりを通して、さ
らに郷土愛を育んでいく。社会貢献につい
ては、自発性や創造性をもち、見返りを求
めずに取り組んでいける心を育み、「人の
役に立つ人間になりたいと思いますか」と
いう質問項目に対して、「どちらかというと
そう思う」から「そう思う」への回答につな
げたい。 

地域交流活動・福祉学習・ボランティア学習の推進 
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施
策
の
方
針 

道徳教育全体計画や全体計画別葉、

年間指導計画をそれぞれ学校の実情

や地域の実態に合わせて毎年見直しを

行い、道徳教育を推進します。 

施
策
概
要 

〇道徳教育全体計画、全体計画別葉、 

 年間指導計画の策定・見直し 

施
策
の
方
針 

道徳や学校行事等を通して、地域を

大切にする気持ちやボランティア精神

を養います。 

施
策
概
要 

〇児童生徒のボランティア活動の推進 

〇地域交流活動の推進 

施
策
の
方
針 

「地域学」の推進を継続し、学習や学

校行事における地域の人と関わり、郷

土への誇りを育成します。 

施
策
概
要 

〇「ふるさと甲賀地域学」の推進 

施
策
の
方
針 

教育活動全体を通じて、児童生徒の

理解を深め、社会性を身につけ、正義

感や倫理観、思いやり等の共に生きる

実践的な態度を育む教育を充実しま

す。 

施
策
概
要 

〇教育活動全体を通じた豊かな人間 

 性や社会性の育成 

施
策
の
方
針 

授業公開や道徳教育への地域・保護

者の参加・協力を求める等、学校と家

庭・地域との積極的な連携に努めま

す。 

施
策
概
要 

〇「特別の教科 道徳」の授業公開 

〇「考え、議論する」授業への質的転換 

ターゲット 4.1 

2030年までにすべての子どもが男女の区別なく、適切かつ効果的な学習成果をもたらす無償かつ

公正で質の高い初等教育及び中等教育を修了できるようにする。 
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 B 学校教育・青少年の健全育成 教 育 

施 策 
の 柱 

（１）学校教育の充実 

成 

果 

国や県の動向を確認し、市内の状況と照

らし合わせながら見直しをすることができ

た。また甲賀市いじめ防止基本方針が各校

のいじめ防止基本方針の策定に寄与した。 

課 

題 

いじめ防止基本方針の存在はわかって

いても、常に方針に基づきいじめ対応策を

考えたり、十分に活用するには至っていな

いこともあることから、方針のさらなる浸

透に努める必要がある。 

成 

果 

各校においても毎年いじめ防止策や各

校のアクションプランを見直すことがで

き、より具体的ないじめの未然防止策や組

織対応がとれるようになった。 

課 

題 

年度当初に前年度の内容を踏襲する学

校が多く、時世が反映しきれていない面が

あることから、時世に合わせた計画となる

よう指導する必要がある。 

成 

果 

いじめ事案や重大事態に対して調査を行

い、事実関係を把握し、本人や保護者、学校

に伝え、適切にかかわることができた。 
課 

題 

重大事態が発生した際に調書や審議の

進行方法や、いじめ調査委員との連絡調整

の方法に課題があったことから、重大事態

発生時に円滑に調査が進められるよう流れ

の再確認が必要である。 

甲賀市いじめ防止基本方針の見直し 

甲賀市子どものいじめ問題対策委員会 

学校いじめ防止基本方針・ストップいじめアクションプランの策定と見直し 

 ③ いじめ・不登校対策への取組強化 

成 
果 

再調査が必要になった場合にも本人や保

護者が安心して相談できる場があることを

示すことができた。 

課 

題 

これまでに、再調査になった前例がない

ため、再調査が必要になった場合、組織と

して即機能できるよう常に体制を見つめな

おす必要がある。 

甲賀市子どものいじめ調査委員会の設置 

成 

果 

校内での報告・連絡・相談を綿密に行い、

組織によるいじめ問題への対応を行ってい

るため、事案が発生した場合にも即対応で

きるよう連携を取ることができた。 

課 

題 

事案によって組織されるメンバーが異な

るため、周知徹底がされにくい側面があ

る。また、小規模の学校には責任の所在が

偏る傾向にある。 

校内いじめ対策委員会・いじめ防止対策推進委員会の設置 

成 

果 

毎年、各小中学校の生徒指導担当者を対

象に研修を実施し、いじめの認知力を上

げ、組織対応力を向上させるよう意識する

ことができた。 

課 

題 

現場での生徒指導対応を優先したため、

参集ではなくオンライン研修への変更や、

研修の時間が十分にもてない場合があっ

たことから、研修方法等の研究が必要であ

る。 

生徒指導担当研修 
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成 

果 

ＳＮＳトラブルやインターネットによるい

じめ防止に向けてリーフレットによる啓発

や各校独自で講師を招き、保護者向けの講

演会を実施して意識を高めることができ

た。 

課 

題 

書き込みによる誹謗中傷や画像の送信

などトラブルの内容が多岐にわたってい

て、いじめ防止のためにあらゆる手立てを

打つ必要が生じている。 

成 

果 

「スマホ等使用ルール」リーフレットを毎

年作成し、各家庭への配布や、アンケート結

果を経年で比較・分析することにより、啓

発に役立てることができた。 

課 

題 

スマホのルールをリーフレット通りに決

めて守れている家庭がある一方で、ルール

が不十分な面もあり、周知する方法を見直

す必要がある。 

成 

果 

甲賀市いじめ問題対策連絡協議会を開

催し、関係機関と情報共有を行い、市内の

いじめ事案を通して、対応策について協議

検討を行うことができた。 

課 

題 

必要に応じて情報共有を行うものの、日

常的に情報共有を密にしている機関ばかり

ではないため、情報格差が生じている。 

甲賀市インターネット上のいじめ対策の推進 

甲賀市子どものいじめ問題対策協議会の開催 

子どもとスマホの良い関係づくり 

成 

果 

不登校傾向や支援が必要となっている児

童生徒や家庭に対して、学校の教職員だけ

でなく様々な専門家がかかわることによ

り、幅広く相談支援を行うことができた。 

課 

題 

早期発見や課題解決に向けて取り組むこ

とができている一方で、なかなか解決に進

まない事例や新たな不登校児童生徒も増

加傾向にある。 

スクールソーシャルワーカーや訪問相談員の配置 

成 

果 

各学校で実施している年間３回以上のア

ンケート調査により、いじめが発覚するケー

スも多く、アンケート結果をもとに教育相談

を行うことで、早期発見・早期対応につなげ

ることができた。 

課 

題 

アンケートに書いた内容が担任と生徒だ

けで完結してしまわないよう、校内で連携

を取り、小さな変化への気づきや、いかに

情報を共有できるかが課題である。 

いじめアンケートの実施 

成 

果 

スクールカウンセラー等の相談・助言を

通して、児童生徒や保護者の悩みを傾聴

し、専門家の立場から教育相談をすること

ができた。 

課 

題 

相談の需要が多く、相談や助言を必要と

する対象が児童生徒や保護者に加え、教職

員にも拡大しており、支援体制の構築が必

要である。 

学齢期教育相談 

ターゲット 4.1 

2030年までにすべての子どもが男女の区別なく、適切かつ効果的な学習成果をもたらす無償かつ

公正で質の高い初等教育及び中等教育を修了できるようにする。 

ターゲット 4.5 

2030年までに教育におけるジェンダー格差をなくし、障がい者及び脆弱な立場にある子どもなど

脆弱層があらゆるレベルの教育や職業訓練に平等にアクセスできるようにする。 
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 B 学校教育・青少年の健全育成 教 育 

施 策 
の 柱 

（１）学校教育の充実 

成 

果 

児童会や生徒会活動としていじめの未然

防止を集会やポスター掲示を通した呼びか

けや、寸劇や映像化して全校規模で考える

など好事例がみられた。 

課 

題 

一過性のものになりやすく、いじめを許

さない風土を維持し続けることが課題であ

る。 

成 

果 

スクールソーシャルワーカーを中心に、

児童生徒の家庭的な背景を客観的に評価

し、児童生徒周辺の環境に働きかけ、関係

機関とつながるとともに、ケース会議に参

加し、支援・相談・情報提供を行うことがで

きた。 

課 

題 

学校や教職員によってはスクールソーシ

ャルワーカーの役割が十分に認知されてお

らず、連絡調整や情報の共有が十分できて

いないケースがある。 

成 

果 

家庭訪問を通して、具体的な支援の手立

てや福祉的・多面的な対応をすることがで

き、児童生徒の自立を促すことができた。 
課 

題 

スクールソーシャルワーカーがかかわら

ない事案についても、教職員間で情報交換

を行い、スクールソーシャルワーカーからア

ドバイスを受けながら対応することが求め

られる。 

児童会生徒会によるいじめ防止活動の推進 

訪問相談 

スクールソーシャルワーカーの派遣 

 ③ いじめ・不登校対策への取組強化 
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施
策
の
方
針 

甲賀市いじめ防止基本方針を３年に

一度見直すとともに、学校いじめ防止

基本方針並びにストップいじめアクシ

ョンプランを毎年見直すことで、より

実効性を高めます。 

施
策
概
要 

〇甲賀市いじめ防止基本方針、学校い 

 じめ防止基本方針、ストップいじめア 

 クションプランの定期的な見直し 

施
策
の
方
針 

いじめを許さず、認め合い、支えあ

い、高めあう集団を育てる学級、学校

づくりを進めます。 

施
策
概
要 

〇児童生徒相互交流による「居心地の 

 よい空間づくり」の実践 

〇児童会生徒会等によるいじめ防止 

 活動の推進 

施
策
の
方
針 

各学校内に設置するいじめ防止対

策委員会で実効性のあるいじめ防止

策やいじめ発生時の対処法について、

協議し校内で共有するとともに、各小

中学校生徒指導担当に対して、いじめ

の未然防止等にかかる研修を開催しま

す。 

施
策
概
要 

〇定期的ないじめアンケートの実施・ 

 情報共有 

〇生徒指導担当者への研修実施 

施
策
の
方
針 

保護者等と連携し、近年件数が増加

しているインターネットを通じたいじめ

やＳＮＳトラブルの防止に向けて啓発

を進めます。 

施
策
概
要 

〇「こうかスマホ等使用の心得」の活用 

 による、家庭内での児童生徒のスマ 

 ートフォン利用にかかるルール作り 

 の推進 

施
策
の
方
針 

各学校でいじめアンケートを定期的

に実施し、いじめの早期発見につなげ

るとともに、スクールソーシャルワーカ

ーや訪問相談員、臨床心理士等の専門

職を配置し、児童生徒や保護者の相談

支援を行います。 

施
策
概
要 

〇定期的ないじめアンケートの実施 

〇いじめ発見時のいじめ問題対策委 

 員会での早期情報共有・組織的対応 

〇被害児童生徒の立場に立った丁寧 

 な対応の実施 

ターゲット 4.1 

2030年までにすべての子どもが男女の区別なく、適切かつ効果的な学習成果をもたらす無償かつ

公正で質の高い初等教育及び中等教育を修了できるようにする。 

ターゲット 4.5 

2030年までに教育におけるジェンダー格差をなくし、障がい者及び脆弱な立場にある子どもなど

脆弱層があらゆるレベルの教育や職業訓練に平等にアクセスできるようにする。 
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 B 学校教育・青少年の健全育成 

（１）学校教育の充実 

 ④ 特別支援教育の推進 

教 育 

施 策 
の 柱 

成 

果 

医療的ケアの必要な児童生徒への看護

師の配置や聴覚に障がいのある児童生徒

へのＦＭ補聴器の貸与について、支援が必

要な児童生徒が増加しているが、希望に合

わせて順次対応することができた。 

課 

題 

３年目となる副籍制度の成果と課題を整

理して、市内小中学校での交流および共同

学習の充実につなげていく必要がある。 

成 

果 

読み書きステップアップ事業の実施によ

り、児童生徒が個別指導を受けて、意欲的

に学習に取り組むようになり、各学校から

のニーズも高まっている。 

課 

題 

保護者と教職員が、個別の教育支援計

画・個別の指導計画の役割等について共通

理解を深め、支援を強化するツールとする

ための研修を進めなければならない。 

成 

果 

保育園・幼稚園の保護者対象の就学に向

けた説明会や小中学校保護者対象の進路

に向けた説明会を実施した。 
課 

題 

研修会をきっかけにして、学校や教育委

員会への個別相談が増加している。保護者

の希望に対応していくためには、就学支援

に対応できる人材をさらに育成する必要

がある。 

基礎的環境整備 

就学に向けてのつどい・進路に向けてのつどい 

個に応じた指導の推進、合理的配慮の提供 

成 

果 
個別の就学相談を予約制で始めたこと

で、保護者の疑問や悩みを一緒に考えるこ

とができた。また、学校や園と教育委員会

が連携して就学支援を進めることができ

た。 

課 

題 

増加する個別相談のニーズに対応してい

くためには、市役所を会場とした相談だけ

ではなく、園への訪問や休日の開催など工

夫が必要である。 

就学相談 

成 

果 

年に１回程度、他機関と連携して研修会

を企画し、参加を呼びかけるとともに、年度

初めと年度末に連絡会を実施し、担当業務

についての研修を進め、指導力の向上や障

がいの理解促進を図った。 

課 

題 

主体的な連絡会を実施し、情報交換を進

めるとともに、県や他機関の実施している

研修会の情報を集約して、学びの機会を増

やす取り組みを進める必要がある。 

理解教育の充実・職員の専門性の向上 
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施
策
の
方
針 

様々な障がいや日常的に医療的ケ

アの必要な児童生徒が在籍する小中

学校に対し、看護師や支援員を配置し

ます。 

施
策
概
要 

〇看護師または支援員の配置による 

 児童生徒の支援の実施 

施
策
の
方
針 

「個別の教育支援計画」と「個別の指

導計画」の作成・活用・引継ぎを推進

し、継続した指導、支援の充実に努め

ます。 

施
策
概
要 

〇個別の教育支援計画、指導計画の作 

 成、活用、引継ぎの推進 

施
策
の
方
針 

インクルーシブ教育の理念のもと、

特別支援教育を担う教職員の養成を

強化し、相互理解にもとづいた合理的

配慮を提供できる校内支援体制の充

実、副籍制度を活かした交流及び共同

学習を推進します。 

 

施
策
概
要 

〇インクルーシブ教育の推進 

〇副籍制度を活かした交流及び共同 

 学習の推進 

〇読み書きステップアップ事業 

ターゲット 4.1 

2030年までにすべての子どもが男女の区別なく、適切かつ効果的な学習成果をもたらす無償かつ

公正で質の高い初等教育及び中等教育を修了できるようにする。 

ターゲット 4.5 

2030年までに教育におけるジェンダー格差をなくし、障がい者及び脆弱な立場にある子どもなど

脆弱層があらゆるレベルの教育や職業訓練に平等にアクセスできるようにする。 
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 B 学校教育・青少年の健全育成 教 育 

施 策 
の 柱 

（１）学校教育の充実 

成 

果 

毎年、各校において学校経営管理計画を作
成し、各校の実情に合わせた国際教育にかか
る全体計画や年間指導計画について見直し、
策定した。 

課 

題 

グローバルな視野と多様なものの見方、人間
尊重と共に生きるという考え方、表現力・コミュ
ニケーション能力といったより国際教育の観点
を意識した指導を進める必要がある。 

成 

果 

市内すべての小学校に、英語を専門に教え
る専科教員を配置し、ＡＬＴと複数で指導する
体制を整え、英語指導の充実を図るとともに、
教職員研修により、実践的な英語、外国語活動
のスキルアップを図った。 

課 
題 

今後を見据え、英語専科教員を中心として
スキルアップ研修等により、小学校教員の英
語教育、外国語活動の指導力向上を図る必
要がある。 

成 

果 

新型コロナウイルス感染症の影響により、一
時相互交流を中断せざるを得なかったが、令
和５年度以降、順次交流を再開し、市内中学生
の国際理解や国際性を養うことができた。 

課 

題 

利川市やミシガン州との交流を通して、グ
ローバルな視点を持った若者を育成し、関係
課や民間団体と連携して、国際交流の発展に
寄与する取り組みを充実させる必要がある。 

全体計画の作成 

中学生交流の推進 

教職員の実践力向上に向けた取組の実施 

 ⑤ グローバル社会で活躍できる人材の育成・国際教育の充実 

成 

果 

外国語指導助手（ALT）や国際交流員（CIR）
を各学校へ派遣し、授業等を中心に子どもた
ちと関わることによって、英語を使う場の設定
や異文化に触れる機会をつくることができた。 

課 

題 

小中学校教員と外国語指導助手（ALT）、
国際交流員（CIR）の打ち合わせの時間を確
保し、学びの質の向上を図る必要がある。 

ＡＬＴ・ＣＩＲの設置 

成 
果 

小学校外国語及び外国語活動教育の質の向
上を図るべく専科教員や外国語指導助手等の
配置・充実、市独自の外国語教育の指導にかか
る教職員研修を実施し、指導の充実が図れた。 

課 

題 

外国語指導は、今後、各学級担任が指導を
担うことが想定されることから、外国語教育
指導にかかる教職員研修の充実が求められ
る。 

専科教員の配置 

成 

果 

専科教員の配置により、授業研究会の回数
を以前より増加させることができた。 

課 

題 

専科教員以外の小学校教員の英語指導力
を高めるための研修等が必要である。 

教職員の指導力向上研修の実施 

成 

果 

社会人活用事業を県教委と連携しながら効
果的に活用したことにより、全小学校で指導の
充実が図れた。 

課 

題 

今後も社会人活用について、現在登用して
いる人材の次なる後継者の確保を図りつつ、
さらに充実を図っていく必要がある。 

社会人活用指導員の配置 

成 

果 

専科教員の配置によって、英語の授業の質
が高まった。また、専科教員を中心に取り組む
ことにより英語を担当していない教員も理解
を深めることができた。 

課 

題 

専科教員同士が年間指導計画の作成や評
価方法の研究をより進められるよう定期的
な連絡会等の実施が必要である。また、担当
教員以外への研修会も実施する必要がある。 

指導計画・評価法の策定と検証 
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施
策
の
方
針 

関係機関や民間団体との連携により、姉

妹都市である韓国の利川市、アメリカ合衆

国ミシガン州との交流を推進します。 

施
策
概
要 

〇中学生国際交流事業の実施 

施
策
の
方
針 

グローバル社会で活躍できる人材の育

成を目指し、外国語教育の指導体制を充実

させるため、外国語指導助手（ＡＬＴ）や国

際交流員（ＣＩＲ）の小中学校への派遣や、

英語専科教員、社会人活用指導員を引き

続き配置し、指導の充実を進めます。 

施
策
概
要 

〇全小学校への小学校英語専科教員並び 

 に外国語指導助手（ＡＬＴ）の配置 

施
策
の
方
針 

専科教員を中心に進めている小学校の

外国語指導について、教職員の研修を充

実し、各教員の英語指導力の強化を行いま

す。 

施
策
概
要 

〇外国語指導にかかる教職員研修の充実 

ターゲット 4.1 

2030年までにすべての子どもが男女の区別なく、適切かつ効果的な学習成果をもたらす無償かつ

公正で質の高い初等教育及び中等教育を修了できるようにする。 

施
策
の
方
針 

外国人児童生徒の増加をふまえ、異文

化への理解を進めるとともに、広い視野を

持ち、世界的な課題に目を向け、共に生き

る意欲と態度の育成を目指した国際教育

を推進します。 

施
策
概
要 

〇各小中学校において、国際教育にかか 

 る基本方針等を定めた全体計画を策定 
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 B 学校教育・青少年の健全育成 教 育 

施 策 
の 柱 

（１）学校教育の充実 

成 

果 

各学校区の実情に合わせ、小学校への中学
校教員派遣授業や小学６年生の中学校体験
入学、中学校区の教職員研修会等の交流を
通じて、小中のなめらかな接続、学びや指導
の連続性を踏まえた取り組みができた。 

課 

題 

小中一貫教育の特色づくりとしてのこうか
地域学の実践および推進を図ることが必要
である。 

成 

果 

各中学校において、共通した「めざす子ど
も像」を共有した上で、学びの連続性、目標・
内容の系統性、学習規律の維持等の指導の
連続性をふまえ、計画的に協議を進めること
ができた。 

課 

題 
「小中一貫教育推進の特色づくり・こうか

地域学」をもとに中学校区ごとの教育課程の
編成を行い、実践と見直しを図る必要があ
る。 

成 

果 

教育研究所の研究を通して、各学校の校内
研究の内容を共有できる場を設定し、教職員
間の交流や授業改善が図れた。 

課 

題 

校内研究の内容を共有するだけでなく、さ
らに同じ中学校区であるからこそできる取り
組みを行っていきたい。 

小中連携推進会議 

小中教職員合同研修会 

各中学校区小中連携事務局会議 

 ⑥ 小中連携・一貫教育の推進 

 ⑦ 地域学の推進と特色ある学校づくり 

成 

果 

中学校教員の校区内小学校への出前授業
や小学校６年生の中学校への一日体験入学
を行うことで不安を軽減し、小学校６年生が
中学校へスムーズに入学することができた。 

課 

題 

小中学校間での教育課程の調整や十分な
情報交換ができていない場合があるため、小
中学校教職員間での事前・事後の話し合いが
必要である。 

中学校教員の派遣・中学校１日体験入学 

成 

果 
連絡会議を行うことで、教職員間の研修に

もつながり、指導方法の改善や児童生徒の情
報共有や連携の必要性の再確認をすること
ができた。 

課 

題 

指導のねらいを明確にし、連絡会議の頻度
や場の持ち方を工夫することが必要である。 

小中連絡会 

成 

果 

甲賀市社会科副読本を改訂するとともに、
副読本を使用した検証授業を行うことによっ
て、甲賀市に根差した授業研究が進んだ。 

課 

題 

より地域に根差した授業を実践していくた
め、さらに研究を深め、次回の社会科副読本
の改訂をよりよいものにしていく必要があ
る。 

成 

果 

令和４年度に改訂作業を行い、令和５年度
に改訂版を発行した。次回、令和８年度の改
訂作業に向け、副読本委員会を組織し、研究
授業を行い、副読本について協議を実施して
いる。 

課 

題 

授業で使用されている副読本の授業での
より有効な活用方法を考えていく必要があ
る。 

ふるさと甲賀の地域学習推進 

社会科副読本「わたしたちの甲賀市」の改訂 
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施
策
の
方
針 

中学校区ごとに、小中連携・一貫教

育推進会議を開催し、子どもたちに身

につけてほしい力を明確にするととも

に、９年間を見通した授業づくりを行

い、児童生徒の学ぶ力を向上します。 

施
策
概
要 

〇小中連携事業 

〇小中連携・一貫教育推進会議の開催 

施
策
の
方
針 

中学校教員の出前講座や小学６年生

の中学校一日体験入学等、教員・児童

生徒の相互交流を深め、小中の段差解

消に向けた取り組みを推進します。 

施
策
概
要 

〇小中連携事業 

〇中学校教師派遣、中学校体験事業 

施
策
の
方
針 

小中接続期における児童生徒の変

化を捉えるため、学校生活満足度調査

を実施し、適切に児童生徒の状態を把

握し、切れ目のない支援を充実します。 

施
策
概
要 

〇小学６年生及び中学１年生への学校 

 生活満足度調査の実施 

施
策
の
方
針 

教職員の相互交流、相互理解を図る

ことにより、児童生徒の指導観の共有

化や各校での指導方法の工夫改善に

つなげます。 

施
策
概
要 

〇小中教職員合同研修会の実施 

〇小中連絡会の実施 

ターゲット 4.1 

2030年までにすべての子どもが男女の区別なく、適切かつ効果的な学習成果をもたらす無償かつ

公正で質の高い初等教育及び中等教育を修了できるようにする。 

施
策
の
方
針 

社会科や総合的な学習の時間を活

用した「ふるさと甲賀地域学」を推進

し、地域に学び、地域に参加・参画・貢

献し、地域に生きる態度や実践力の育

成を図ります。 

施
策
概
要 

〇「ふるさと甲賀地域学」の推進 
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 B 学校教育・青少年の健全育成 教 育 

施 策 
の 柱 

（２）教育環境の充実 

成 

果 

甲賀市小中学校施設長寿命化計画の優

先順位に基づき、土山中学校の長寿命化工

事を実施した。 
課 

題 

今後、児童生徒数の減少や、宅地開発等

に伴う一時的な増加により、計画の見直し

が必要になることが想定されることから、

各施設の状況等を踏まえた柔軟な対応が

必要である。 

成 

果 

全対象地域で再編検討協議会を設置い

ただき、全ての協議会から再編にかかる報

告書を受理し、再編にかかる意思について

確認できた。 

課 

題 

一部再編の合意をいただけた協議会は

あるものの、新しい学校づくりに向けた実

施計画検討協議会の立ち上げまでには至

れなかった。 

小中学校施設の改修 

再編検討協議会運営 

 ① 将来を見据えた適正な学校教育環境の整備 
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施
策
の
方
針 

甲賀市小中学校施設長寿命化計画

に基づき長寿命化や改築を実施する

とともに、日常的な維持管理により児

童生徒が安心して学ぶことができる学

校施設となるよう管理します。 

施
策
概
要 

〇甲賀市小中学校施設長寿命化計画 

 に基づく長寿命化や改築の実施 

施
策
の
方
針 

各地域の再編検討協議会からいた

だいた答申を踏まえつつ、真に児童生

徒にとって適切な学習環境を提供でき

るよう検討を行います。 

施
策
概
要 

〇小中学校再編事業 

ターゲット 4.1 

2030年までにすべての子どもが男女の区別なく、適切かつ効果的な学習成果をもたらす無償かつ

公正で質の高い初等教育及び中等教育を修了できるようにする。 

ターゲット 4.a 

子ども、障がい及びジェンダーに配慮した教育施設を構築・改良し、すべての人々に安全で非暴力

的、包摂的、効果的な学習環境を提供できるようにする。 
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 B 学校教育・青少年の健全育成 教 育 

施 策 
の 柱 

（２）教育環境の充実 

成 

果 

教員用・児童生徒用タブレット及び指導

者用デジタル教科書や電子黒板の導入が

完了し、市内各学校のＩＣＴを活用した学習

環境の整備ができた。 

課 

題 

タブレット端末の更新が順次必要である

ため、機種選定や更新台数などを精査し、

より有効活用を目指し、学校現場に負担の

ないように計画する必要がある。 

成 

果 

順次、学校を巡回するＩＣＴ支援員の配置

を進めており、令和６年度には、各校へ月４

回巡回できる支援員が配置できた。 

課 

題 
今後も安定して支援員を配置できるよう

計画を立案する必要がある。 

教員・児童生徒用タブレット・デジタル教科書、電子黒板の導入 

ＩＣＴ支援員の配置 

 ② ＩＣＴ機器の導入等教育設備の充実 

成 

果 

全校対象の集合研修や部会ごとの研修、ま

たは要請のあった学校別の研修を実施す

ることができた。 
課 

題 

新規採用者や市外からの転入者向けの

研修会が必要である。また、日々変化する 

ＩＣＴ環境に即して、随時研修会を計画する

必要がある。 

ＩＣＴ活用指導力向上のための操作研修の実施 
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ターゲット 4.1 

2030年までにすべての子どもが男女の区別なく、適切かつ効果的な学習成果をもたらす無償かつ公正

で質の高い初等教育及び中等教育を修了できるようにする。 

施
策
の
方
針 

甲賀市教育情報化推進基本方針に

基づき、GIGAスクール構想による児

童生徒１人１台タブレット端末の効果的

な活用を推進します。 

施
策
概
要 

〇ＩＣＴ教育環境整備事業 

〇タブレット端末の効果的活用の充実 

施
策
の
方
針 

授業改善に ICTを有効活用し、児

童生徒の主体的・対話的で深い学びを

促進するとともに、情報活用能力の育

成に向けた研修、研究を促進します。 

施
策
概
要 

〇ＩＣＴ活用による情報活用能力の育 

 成 

〇ＩＣＴ支援員の配置・充実 

施
策
の
方
針 

児童生徒がプログラミング的思考を

育めるよう、各学校でプログラミング

授業カリキュラムを策定するとともに、

教職員の指導力向上に向けた研修体

制の充実を図ります。 

施
策
概
要 

〇プログラミング教育の推進 

〇ＩＣＴ機器操作研修の実施 

施
策
の
方
針 

AI ドリル等を有効活用し、児童生徒

一人ひとりの学びを確かなものとする

とともに、個別最適な学び、協働的な

学びにつなげられるよう、活用実践の

蓄積とともに評価検証を行います。 

施
策
概
要 

〇AI 学習ドリルの活用 

施
策
の
方
針 

感染症や災害発生時等の緊急事態

に備えて、家庭や学校以外の場での必

要な教育活動継続のため、タブレット

端末の積極的な活用を推進します。 

施
策
概
要 

〇緊急時のタブレット活用の推進 
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 B 学校教育・青少年の健全育成 教 育 

施 策 
の 柱 

（２）教育環境の充実 

成 

果 

 旬の食材や甲賀市産野菜の積極的な利

用や彩りを考慮するなど献立や調理の工夫

を行い、栄養バランスのとれた給食を提供

するとともに、児童・生徒が給食の時間を

楽しく過ごせるよう取り組み、食育が推進

できた。 

課 

題 

 地場農産物の活用については、安定的な

量の確保が必要である。また、近年の自然

環境の変化や人件費、また資材高騰等の影

響により、給食用食材の高騰が続く中、質

と栄養価を落すことなく安定的に給食を提

供する仕組みを維持することが必要であ

る。 

成 

果 

 新型コロナウイルス感染症の影響下にお

いても、バランスの取れた食事を提供する

とともに、限られた内容ではあるが、栄養

教諭等による食育指導を継続することが

できた。 

課 

題 

 新型コロナウイルス感染症の影響で、家

庭科の実習をはじめとする学校での体験

的な活動が少なくなったことで、子どもた

ちの食への関心が低くなっているように感

じられる。 

安全・安心な食材による栄養バランスの取れた献立の作成 

子どもたちが正しい食生活と望ましい食習慣を身に付けるための指導 

 ③ 安全・安心な学校給食の提供 

成 

果 

 杉谷野菜や甲賀市産のメロンなど、地産

地消の食材を使用した給食について、給食

センターからの発信により学ぶことがで

き、生産者に感謝の気持ちをもち、おいし

く給食をいただくことができた。 

課 

題 

 新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、給食の配膳方法について注意を払わな

ければならなかったため、残食について十

分に指導することが難しかったが、少しず

つ食べる時間を楽しめる状況に戻りつつあ

るため、残食の減少についても取り組みを

行う必要がある。 

自然の恩恵である食材や食に関わる人々について理解を深め、感謝の心を育む指導を実施 

成 

果 

 食物アレルギー対応検討会や保護者交

流会を開催し、関係者の連携を推進したほ

か、「学校給食における食物アレルギー対

応マニュアル」の更新、市内各小中学校の

教員を対象としたエピペン研修会の実施、

また、校務支援システム等を活用すること

による情報共有を行うことができた。 

課 

題 

 学校内の全教職員や給食関係者等が食

物アレルギーについて正しい知識を持ち、

適切に対応するとともに、関係機関との連

絡体制の構築や定期的な情報共有が必要

である。 

食物アレルギーのある児童生徒への対応 
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ターゲット 4.1 

2030年までにすべての子どもが男女の区別なく、適切かつ効果的な学習成果をもたらす無償かつ公正

で質の高い初等教育及び中等教育を修了できるようにする。 

施
策
の
方
針 

甲賀市産食材を積極的に活用しな

がら、子どもたちに必要な栄養や彩り

を考慮した質の高いおいしい給食を提

供し、給食の時間が楽しい時間となる

よう取り組みを推進します。 

施
策
概
要 

〇地場産食材を活用した栄養バランス 

 の取れた学校給食の提供 

〇質の高い学校給食の提供 

施
策
の
方
針 

甲賀市産食材の使用の情報発信等

により、子どもたちの食に対する関心

を引き出し、生産者や食材に感謝の気

持ちをもって、食べ物を残さず大切に

する気持ちを養うような食育指導を実

施します。 

施
策
概
要 

〇食育だよりの発行 

〇市ホームページ、ＳＮＳによる地産食 

 材、レシピの発信 

施
策
の
方
針 

食物アレルギーのある子どもたち

も、給食の時間をおいしく、楽しく過ご

すことができるよう、保護者や学校、

学校給食センター等が情報共有を密に

し、食物アレルギー対応を実施します。 

施
策
概
要 

〇食物アレルギー対応検討会 

〇保護者交流会 

〇学校給食における食物アレルギー対 

 応マニュアルの随時更新 
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 B 学校教育・青少年の健全育成 教 育 

施 策 
の 柱 

（２）教育環境の充実 

成 

果 

経験年数に応じた研修内容を計画し、ニ

ーズに応じた研修を実施することができ

た。 

課 

題 

教職員が主体的に学べる研修を実施す

るとともに、参加しやすい環境を整備して

いくことが必要である。 

成 

果 

市内教職員が研究推進委員として授業

実践し、その成果や課題を研究紀要でまと

め、市内に発信することができた。 

課 

題 
研究の成果を発信するだけでなく、市内

の教育実践に浸透できるようにしていかな

ければならない。 

全員研修等、各校におけるＯＪＴ活性化への支援 

国語科、算数・数学科、ＩＣＴ教育、外国語（英語）教育指導等に関する研究、校内研究の支援 

 ④ 教職員の資質向上を図る研修の充実と研究の推進 
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ターゲット 4.1 

2030年までにすべての子どもが男女の区別なく、適切かつ効果的な学習成果をもたらす無償かつ公正

で質の高い初等教育及び中等教育を修了できるようにする。 

施
策
の
方
針 

教科・道徳・特別支援・人権・学級集

団づくり等の指導力向上を目指した研

修を充実し、学習指導などの専門性を

高めます。 

施
策
概
要 

〇教職員の専門性を向上させる各種 

 研修の充実 

〇教職員の生徒指導上の課題対応 

 力、不登校支援対応力向上に向けた 

 研修の充実 

〇確かな学力向上に向けた校内研究 

 や個人研究の推進 

〇人権感覚・人権意識に関する教職員 

 研修の実施 

 

施
策
の
方
針 

OJT研修を活用し、児童生徒のた

めに一丸となって取り組む学校づくり

を推進します。とりわけ教職員の生徒

指導上の課題対応力・不登校支援対応

力向上に向けた研修の充実を図りま

す。 

施
策
の
方
針 

学習意欲を喚起し、確かな学力を育

む等、児童生徒の力を引き出し、伸ば

すためのきめ細やかな指導方法や評

価の工夫改善を目指し、ICTの効果的

な活用を含めた校内研究等を推進しま

す。 

施
策
の
方
針 

全ての教職員がいじめなど、人権問

題についての認識と理解を深め、人間

性・専門性・指導力を磨き、人権感覚・

人権意識を高めます。 

施
策
の
方
針 

個人情報の管理の徹底やあらゆる

不祥事の根絶を図るための実効性の

ある教職員研修の充実を図ります。 
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 B 学校教育・青少年の健全育成 教 育 

施 策 
の 柱 

（２）教育環境の充実 

成 

果 

働き方改革の視点で行事を精選するな

かで、特に新型コロナウイルス感染症の影

響下においては、行事の中止や縮小などが

余儀なくされた中、各校工夫して執り行っ

たことで、行事等の見直しが進んだ。 

課 

題 

学校行事の見直しが進んできたが、今後

は、業務量削減の視点を持って、削減や簡

略化、縮小等を図りながら、バランスのよい

年間スケジュールに見直していく必要があ

る。 

成 

果 

学校事務共同実施から「学校運営共同実

施」と「地域学校事務室」へ移行すること

で、学校におけるマネジメント機能を十分

に発揮できるようにし、学校事務職員がよ

り主体的・積極的に校務運営に参画するこ

とで、事務処理等の効率化が図れた。 

課 

題 

小中連携の観点から、より一層、地域共

同実施を進め、中学校区単位に学校事務情

報の共有化および効率化を図る必要があ

る。 

成 

果 

校務支援システムを導入し、名簿管理・成

績管理・健康診断の結果管理など業務を効

率的に行えるようになった。また、学習ポー

タルや保護者連絡アプリとの連携も進め、

さらに業務改善が図れた。 

課 

題 

校務支援システムを中心として、全国学

力学習状況調査等の全国的な動きに合わ

せて計画を立案していく必要がある。 

年間スケジュールの見直し 

教職員を支援するシステム導入の検討 

学校事務共同実施の推進 

 ⑤ 教職員の働きやすい環境づくり 

成 

果 
各学校の実情や課題に応じた支援員等

の登用や校務支援システムの導入、一人１

台指導者用及び学習者用端末の活用、部活

動の負担軽減に向けたルール、小学校の専

科指導等により、子どもと向き合う時間確

保の為の運営体制の充実を実施した。 

課 

題 

未だ、教職員の超過勤務時間の実態が厳

しい状況にある。背景として、児童生徒

個々の課題が多種多様化しており、個別の

対応も年々困難を極める状況がある。児童

生徒の諸課題への対応に向けた専門的な

人材の登用等に力を入れていく必要があ

る。 

スクールサポートスタッフの充実 
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成 

果 

部活動指導員の配置により専門的な指導

を提供することができ、また教職員の働き

方改革にもつながった。 

課 

題 

部活動指導員の拡充とともに、部活動の

地域移行に向けた抜本的な施策の構築が

必要である。 

活動日や活動時間に制限を設けた指針の提示、部活動指導員の配置、活用方策の検討 

 

成 

果 

多様な人材を活用することで多様な学び

の在り方を提供することができ、専門性を

生かしてより良い方法を一緒に考えるチー

ムとしての働きかけができた。 

課 
題 

課題が多岐にわたっているため、誰にど

のようにつながればいいのか、今後どのよ

うに対応することがよいのか、それぞれの

立場から十分に検討する必要がある。 

スクールカウンセラー、ソーシャルワーカー、訪問指導員、ケアサポーターの配置による体制づくり 

成 

果 

コミュニティ・スクールの導入に向けて研

修や説明会を重ねたことにより、市内小中

学校２７校中１３校まで導入が進んだ。 

また、地域学校協働本部は令和４年度に

４校、令和５年度に５校、計９校に導入する

ことができた。 

課 

題 

活動の中心となる後継者人材の発掘と

育成を進める必要がある。 

また、担当課間の連携を図り、コミュニテ

ィ・スクールと地域学校協働活動の一体的

推進を進める必要がある。 

コミュニティ・スクール導入に向けた研究 

成 
果 

校務支援システムと連携した記録システ

ムにより、各人が容易に記録できるように

なり、超過勤務の実態把握も効率的に進め

ることができるようになった。その実態等

をもとに、設定した目標の実現を目指すべ

く、各学校で意識改革などに向けた取り組

みが進んできた。 

課 

題 

体調不良（特に心の不調等）により休み

を余儀なくされる教職員が一定生じてい

ることを鑑み、さらなる業務負担軽減の取

り組みや働きがいのある職場づくりを充実

させていく必要がある。 

パソコンによる勤務時間管理の徹底と意識改革 
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 B 学校教育・青少年の健全育成 教 育 

施 策 
の 柱 

（２）教育環境の充実 

 ⑤ 教職員の働きやすい環境づくり 
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施
策
の
方
針 

教職員が児童生徒と向き合う時間を確

保するため、学校の年間スケジュールの見

直しや、校務支援システムの導入等を実施

し、教職員の働き方改革に取り組みます。 

施
策
概
要 

〇教職員が教育活動に専念できる職場環 

 境づくりの実施 

施
策
の
方
針 

市立中学校における部活動の方針に基

づき、教員、児童生徒ともにゆとりのある

日常生活とするため、活動時間の制限や休

養日を設定します。また部活動指導員の拡

充とともに、部活動の地域移行に向けた施

策の構築について検討します。 

施
策
概
要 

〇学校部活動の段階的な地域連携 

〇学校部活動の拠点校方式での実施 

施
策
の
方
針 

複雑化・多様化する学校現場の課題に対

し、スクールカウンセラーやスクールソーシ

ャルワーカー等、専門知識を有する職員と

チームで対処することにより、教員の孤立

化を予防します。 

施
策
概
要 

〇スクールカウンセラーやスクールソーシ 

 ャルワーカー等、専門性をもった多様な 

 人材や事務的な業務を担う職員の登用 

施
策
の
方
針 

より一層地域に根差し、地域とともにあ

る学校づくりを目指すため、さらにコミュ

ニティ・スクール及び地域学校協働活動推

進本部の導入を全ての地域で進めます。 

施
策
概
要 

〇さらなる設置校の拡大 

〇地域学の拡充及び学校の地域への参加 

 ・参画・貢献の促し 

ターゲット 4.1 

2030年までにすべての子どもが男女の区別なく、適切かつ効果的な学習成果をもたらす無償かつ公正

で質の高い初等教育及び中等教育を修了できるようにする。 
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 B 学校教育・青少年の健全育成 教 育 

施 策 
の 柱 

（２）教育環境の充実 

成 

果 

関係校に日本語指導加配教員を配置す

ることにより、指導の充実を行うことがで

きた。 

課 

題 

日本に定住する方も増加しており、外国

人児童生徒の高等学校進学を含めた進路

指導の充実のため、関係機関と連携して取

り組んでいく必要がある。 

成 

果 

通知文の翻訳や、教職員と保護者、児童

生徒の懇談時の通訳等の実施により、外国

語を母語とする児童生徒及び保護者がス

ムーズな学校生活を送ることができるよう

支援を行った。 

課 

題 

児童生徒とその保護者ともに日本語が

理解できない場合もあるが、児童生徒と保

護者で日本語の理解に隔たりがある場合

も多い。また、日本語理解が十分でない児

童生徒への学習支援も課題である。 

日本語指導加配教員の配置 

母語支援 

 ⑥ 支援員、相談員、指導員などの充実 

成 

果 

新たに来日した外国人児童生徒に対し

て、日本語初期指導教室で日本語指導・適

応指導（生活指導を含む）を行い、スムーズ

な学級との接続につなげられた。 

課 

題 

学力及び生活にかかる子どもたちの課

題が多様化しており、個別に対応しなけれ

ばならない状況が増加傾向にあるため、多

様な課題をもつ子どもに対応できるように

する必要がある。 

日本語初期指導教室での日本語指導・適応指導 

成 
果 

児童数の多い学級に小１すこやか支援員

を配置し、学級内の全児童への学習及び生

活全般の支援を行った。 

課 

題 

次の学年に進級して支援が減ることで、

不安定になる場合があり、さらなる計画的

な活用が必要である。 

小１すこやか支援員の配置 

成 

果 

学習支援や学力補充、居場所づくりのた

めに、地域の方が意欲的に協力いただき、

官民で協力する体制が一部構築できた。 

課 

題 

学力育成指導員による地域に根ざした

学習支援の体制づくりには、一部の学校に

とどまり、十分には至っていない。さらな

る拡充が必要である。 

学力育成指導員の巡回 
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ターゲット 4.1 

2030年までにすべての子どもが男女の区別なく、適切かつ効果的な学習成果をもたらす無償かつ公正

で質の高い初等教育及び中等教育を修了できるようにする。 

ターゲット 10.2 

2030年までに、年齢、性別、障がい、人種、民族、出自、宗教、あるいは経済的地位その他の状況にかか

わりなく、全ての人々の能力強化及び社会的、経済的及び政治的な包含を促進する。 

施
策
の
方
針 

日本語指導を必要とする外国人児

童生徒等に対し、日本語初期指導教室

での日本語指導等をはじめとし、スム

ーズな学校生活をおくれるよう支援す

るとともに、日本語指導加配教員を必

要に応じて関係校に配置します。 

施
策
概
要 

〇日本語初期指導教室「かわせみ教 

 室」の設置 

〇母語支援員の配置 

〇日本語指導加配教員の配置 

施
策
の
方
針 

児童の日常が大きく変化する小学

校１年生のうち、特に児童数の多い学

級へ小１すこやか支援員を配置し、保

幼小間のなめらかな接続を図ります。 

施
策
概
要 

〇小１すこやか支援員の配置 

施
策
の
方
針 

様々な課題を有する児童生徒への

学習支援や経験の浅い若手教員への

指導・助言を行い、支援を充実します。 

施
策
概
要 

〇学力育成指導員の巡回指導 

〇学習支援員の配置 
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 B 学校教育・青少年の健全育成 教 育 

施 策 
の 柱 

（３）青少年の健全育成 

成 

果 

巡回指導で対象の児童生徒が在籍校で

指導を受けることができた。中学校は、県

費職員に加え、市の指導員を雇用し、２名

体制で指導を行った。また、具体的な事例

研究を中心に、指導員のニーズに合った主

体的な研修会を行い、研修を進めている。 

課 

題 

「ことばの教室」の中学校の新設に向け

た、担当者の育成や施設整備が必要であ

る。また、長期的な視点に立った担当者の

育成を市教委主導で進めていくことが求め

られている。 

成 

果 

関係課と連携し、教育相談が必要なケー

スに対して、柔軟に対応することができ

た。 

課 

題 

学校や保護者とのケース会議をさらに

増やし、進捗を確認しながら、継続的な相

談を実施していく必要がある。 

ことばの教室 

教育相談 

 ① 一人ひとりの課題に応じたきめ細やかな相談・支援の充実 

成 

果 

日常的に「医療的ケア」の必要な児童に

対し、看護師を配置することで、安全安心

に学校生活を送る環境を整えることがで

きた。 

課 

題 

各校の医療的ケア安全委員会に市教委

担当者が参加して、実施状況の詳細を把握

することが必要である。 

特別支援 

成 
果 

各学校で教育相談部会を実施したこと

により、相談支援体制が充実し、不登校や

行き渋りの児童生徒に対して早期の段階

でアプローチや、校内での情報共有の場を

もつことができた。 

課 

題 

個々に異なる事案が多く、教育相談部会

では十分に話しきれないケースもあり、連

絡調整等で教育相談担当者の負担が増加

することがある。 

教育相談 

成 

果 

不登校児童生徒の学習や体験の場を提

供することで、学校復帰や社会的自立につ

ながった事例が見られた。 

課 

題 

不登校児童生徒の増加に伴い、支援する

人材の拡充や多様な学びを保障する必要

が生じている。 

適応指導 
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施
策
の
方
針 

学校不適応や不登校の課題を持つ

児童生徒が社会的な生活をおくり、自

立していくための「生きる力」を育むた

め、教育支援センターでの通級指導等

をはじめとして多様な学びを支援しま

す。 

施
策
概
要 

〇教育支援センターの設置・運営 

施
策
の
方
針 

通級指導教室担当者による巡回指

導を行い、ニーズに応じた指導を各校

で受けることができる体制を整備し、

小学校低学年からのニーズに応じた指

導を充実させます。 

施
策
概
要 

〇甲賀市ことばの教室巡回指導 

ターゲット 4.1 

2030年までにすべての子どもが男女の区別なく、適切かつ効果的な学習成果をもたらす無償かつ公正

で質の高い初等教育及び中等教育を修了できるようにする。 

ターゲット 10.2 

2030年までに、年齢、性別、障がい、人種、民族、出自、宗教、あるいは経済的地位その他の状況にかか

わりなく、全ての人々の能力強化及び社会的、経済的及び政治的な包含を促進する。 
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 B 学校教育・青少年の健全育成 教 育 

施 策 
の 柱 

（３）青少年の健全育成 

成 

果 

関係機関との連携を進める中で、少年セン
ターとして、ケース会議への出席や中学、近
隣市町の高校への学校訪問の実施、各種相
談業務や防犯・薬物乱用防止教室の開催等、
相互の機能を活かした活動ができた。 

課 

題 

市広報や少年センターだより、音声放送等
でセンターの活動紹介を行っているが、より
多くの市民へ周知を図っていくことが必要で
ある。 

成 

果 

少年相談の延べ数は令和２年度以降、毎
年千件を超える状況にあり、高水準で推移し
ている。これまでの継続的な学校訪問活動や
広報啓発活動の強化による少年センターの
存在や活動内容が広く学校・関係機関等に浸
透してきた結果の現れと考えられる。 

課 

題 

相談対象少年の年齢が年々低年齢化傾向
にあり、その内容も発達特性などがからむ不
登校、ひきこもり相談など、解決に時間がか
かり、かつより専門的な知識を有する事案が
増加していることから、より一層の適切な相
談業務が推進できるかが課題となる。 

少年センターの運営 

相談活動 

 ② 非行等の未然防止活動の強化 

成 

果 

定期的に立入調査を実施した結果、図書
等販売店での、ビニール包装等の陳列配慮、
刃物類販売店や深夜営業店等での年齢確認
等、全般に条例の趣旨に基づきスムーズにで
きた。また、白ポストを市内に２０箇所設置
し、有害図書の回収を行い、課題の傾向を把
握し、事業に反映することができた。 

課 

題 

年齢確認がタッチパネル等での自己申告
の店舗が大幅に増加し、少年にタバコ・アル
コール類等を販売されたケースがあり、条例
の趣旨を理解して年齢確認等の協力を求め
る必要がある。また、白ポストの取り組みの
更なる市民への周知や有害図書等の回収作
業の継続性の確保が課題である。 

市内巡回 

成 
果 

地道な広報・啓発活動を推進したことによ
り、市民・関係団体からの少年センターに対
する認知度が着実に向上した。 

課 

題 

街頭で見かける「声掛け対象少年」が近年
大幅に減少しており、街頭補導活動等の在り
方の見直しを図る必要がある。 

少年補導委員活動の充実 

成 

果 

市内小中学校で薬物乱用防止教室を実施
し、児童生徒に対して薬物乱用等の危険性に
ついて啓発することができた。また、一部の
学校では、保護者参観日に実施している学校
もあり、保護者への啓発も実施できた。 

課 

題 

薬物乱用が青少年に広がっていることか
ら、小学校だけでなく中学校卒業時に啓発が
必要である。また、保護者を含めた大人がそ
の危機感を理解していくことも必要である。 

薬物乱用防止教室・誘拐防止教室 

成 

果 

青少年自然体験活動推進委員会や青少年
育成市民会議等において、青少年の健全育
成に係る課題等を共有し、課題に沿ったテー
マで毎年の研修会で取り上げるなど、情報共
有、連携を図ることができた。 

課 

題 

地域において青少年の健全育成に係るそ
れぞれの取り組みがある反面、類似活動をそ
れぞれの団体や関係機関で実施されている
ことから、横のつながりを強化し連携を図る
ことで効率化する必要がある。 

青少年育成市民会議等との連携、協力 
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ターゲット 3.5 

薬物乱用やアルコールの有害な接種を含む、物質乱用の防止・治療を強化する。 

施
策
の
方
針 

青少年を取り巻く有害環境への対応や

非行防止、薬物乱用防止のため、少年セン

ターのさらなる充実を図ります。 

施
策
概
要 

〇少年補導活動、少年相談活動の推進 

〇薬物乱用防止教室の開催 

〇有害図書の回収 

施
策
の
方
針 

青少年の非行等の防止や非行の早期発

見・補導等の実施により青少年の健全な育

成を推進するために少年補導委員の活動

を充実します。 

施
策
概
要 

〇少年補導委員の設置 

〇少年補導委員による市内巡回 

〇街頭補導活動・各種教室の見直し 

施
策
の
方
針 

市内で青少年の育成に関わっておられ

る団体等との連携、情報共有を進め、青少

年育成活動を引き続き支援します。 

施
策
概
要 

〇青少年育成市民会議等との連携 

〇青少年団体活動支援事業 
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 B 学校教育・青少年の健全育成 教 育 

施 策 
の 柱 

（３）青少年の健全育成 

成 

果 

事業や研修等を継続して行うことで、持

続的育成（人づくり）を行うことが出来てい

る。 

過去のキャンプ事業参加者から市の青年

リーダーとして１５名登録されている。 

課 

題 

キャンプ事業に係る企画・運営は担当職

員の技術や経験に左右されることから、今

後さらに効果的かつ持続的な形として、専

門機関との連携や委託等の他の手法も検

討する必要がある。 

また、安全安心な自然体験活動のための

知識習得等を中心としたメニューが少ない

ため、内容を見直す必要がある。 

成 

果 

自然体験活動における年１０回程度の安

全対策の指導啓発や指導者育成、ニンニン

忍者キャンプなどを通じて青年リーダーの

育成を実施しており、現在１５名の青年リー

ダーが活躍している。 

課 

題 

各種団体や参加者ニーズにあった自然

体験活動事業を継続的に実施するととも

に、安全安心な自然体験活動のための知識

習得等を中心としたメニューを強化してい

く必要がある。 

青少年自然体験活動指導者の研修 

指導者、青年リーダーの養成 

 ③ 生きる力を育む体験活動の推進 

成 

果 

自然体験担当者研修会や指導者研修会

の開催、自然体験活動事業や青年リーダー

養成研修等の実施により、自然体験活動を

推進することができた。 

課 

題 

市内の施設を活用し、自然体験活動事業

を実施するとともに、各種団体や参加者ニ

ーズにあった計画を進めていく。 

自然体験活動の推進 
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ターゲット 4.a 

子ども、障がい及びジェンダーに配慮した教育施設を構築・改良し、すべての人々に安全で非暴力的、包摂

的、効果的な学習環境を提供できるようにする。 

施
策
の
方
針 

子どもたちの生きる力を育むことが

できる自然体験活動を推進するととも

に、自然体験活動の安全安心な実施の

ため、各種団体等の指導者やこれから

指導者を目指す方に対し、研修や養成

活動を実施します。 

施
策
概
要 

〇青少年自然体験活動指導者の育成 

施
策
の
方
針 

自然体験が子どもたちの成長にとっ

て大切な体験活動の一つであることを

広く周知し、地域や家庭で子どもたち

が日常的な場面で自然体験活動にか

かわれるよう啓発します。 

施
策
概
要 

〇自然体験活動推進事業 

〇ニンニン忍者キャンプ事業 

〇夏休みセーフティハンドブックの配 

 布 

施
策
の
方
針 

自然体験活動を実施する既存の団

体が、積極的に事業が実施できるよう

支援を行うとともに、地域や家庭等で

実施する自然体験活動に、充実した支

援が行えるよう実施する団体等の育成

を図ります。 

施
策
概
要 

〇自然体験担当者研修会や、指導者研 

 修会の開催 

〇青少年活動安全誓いの日事業 

〇自然活動指導員の派遣 

〇自然体験活動用備品の貸し出し 

施
策
の
方
針 

自然体験活動に参加した子どもたち

が継続して、自然体験活動に参加しや

すくするために、異年齢間での活動の

リーダーとして子どもたちに指導でき

る青年リーダーの育成を図ります。 

施
策
概
要 

〇甲賀市青年リーダーの育成及び募 

 集 
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 C 生涯学習・文化・スポーツ 

文化 
教 育 

施 策 
の 柱 

（１）生涯学習環境の充実 

成 

果 

天体観望会・子ども天文クラブは毎回即時
定員に達するなど、市民のニーズに応える事
業が実施できた。 課 

題 
シルバー大学を甲賀地域だけの事業にす

るのではなく、市内各公民館の事業として広
げていく必要がある。また、事業を継続して
実施するため天体観望会のスタッフを増やし
ていく活動や将来スタッフとして活動できる
方を育てるような講座や機会を公民館事業
として位置付けていく必要がある。 

公民館の運営 

講座・教室の開催 

 ① いつでも、どこでも、だれでも学びあえる生涯学習環境の充実 

成 

果 

地域ボランティアが講師になり、子どもた
ちをはじめとする多くの市民に多種多様に
わたる講座や教室を、すべての公民館で提
供することができた。 
また、地域で活動する団体や企業と連携し

た事業を実施することができた。 

課 

題 

講座や教室の内容が、居場所づくりとして
活動ができたが、地域課題に即しているとは
言い切れなかった。また、趣味や一部の人の
活動だけになり、広がりやクラブ化までには
至らなかった。さらに、多くの教室があるが、
その地域の特色ある活動や人材・施設などを
取り入れる等、教室を整理し、自治振興会（ま
ちづくり協議会）や地域学校協働本部と連携
するなど運営方法について検討する必要が
ある。 

夢の学習 

成 

果 

公民館事業において幅広い視点で社会教
育事業を展開するとともに、シルバー大学や
天体観望会・子ども天文クラブ等の事業を開
催し、高齢者や天体に関心のある人々に学ぶ
機会を提供することができた。 

課 

題 

これまでは社会教育法の解釈で公民館の
利用に一定の制限がある認識であったが、令
和５年１２月の文部科学省通知に基づき、幅
広く柔軟に利用できるような施設運営をして
いくよう努める必要がある。 

成 

果 

地域発見講座、体験的学習講座、理論学習
講座を含む１２～１５回程度のあいこうか生
涯カレッジを実施し、受講者がその成果を地
域リーダーとして社会参加する支援ができ
た。 

課 

題 

あいこうか生涯カレッジの実行委員会組織
での運営が、新型コロナウイルス感染症の拡
大期の間に途切れたため、継承ができていな
い状態である。また、類似事業である１００歳
大学が始まったこともあり、生涯カレッジ事
業継続の要否を決める必要がある。 

生涯学習の推進 

成 

果 

施設の予約や利用者が利用しやすい対
応、また情報提供等を行い。公民館を利用し
ている自主学習グループの支援を実施し、い
つでも、どこでも、だれでも学びあえる生涯
学習の場を提供した。 

課 

題 

大人の講座や教室をクラブ化させる働き
かけや、ケーブルテレビなどを利用してサー
クル活動を紹介し、市民の学ぶ意欲の向上に
努める必要がある。 

自主学習グループの支援 
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ターゲット 4.a 

子ども、障がい及びジェンダーに配慮した教育施設を構築・改良し、すべての人々に安全で非暴力的、包摂

的、効果的な学習環境を提供できるようにする。 

ターゲット 4.5 

2030年までに教育におけるジェンダー格差をなくし、障がい者及び脆弱な立場にある子どもなど脆弱

層があらゆるレベルの教育や職業訓練に平等にアクセスできるようにする。 

施
策
の
方
針 

若者世代や現役世代、外国人等、一般的

に地域の社会教育への参加が少ない層を

含め、より多くの市民の主体的な参加を得

られるような方策の工夫と強化を図りま

す。 

施
策
概
要 

〇多様なニーズに対応した公民館事業等の 

 実施 

施
策
の
方
針 

教育委員会のみで完結しがちな「社会教

育」の壁を打ち破り、多様な主体との連携・

協働の実現に向け、人づくり・つながりづく

りを通じた地域づくりの基盤を市長部局と

ともに構築します。 

施
策
概
要 

〇社会教育統括指導員の配置 

〇自治振興会、コミュニティセンターの地域 

 支援員等や地域学校協働活動推進員との 

 連携 

施
策
の
方
針 

学びや活動と参加者をつなぎ、地域の学

びと活動を活性化する専門性ある人材にス

ポットライトを当て、その活躍を後押ししま

す。 

施
策
概
要 

〇社会教育指導員の配置 

〇公民館運営事業の充実 

〇地域学校協働活動推進員との連携 

施
策
の
方
針 

「夢の学習事業」で培われたボランティア

スタッフが「地域学校協働活動」で活躍いた

だく等の取り組みを進めます。 

施
策
概
要 

〇地域学校協働活動の推進 

〇地域学校協働活動推進員との連携 

〇自主学習グループの支援と活動状況の 

 把握 
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 C 生涯学習・文化・スポーツ 

文化 
教 育 

施 策 
の 柱 

（１）生涯学習環境の充実 

成 

果 

子どもたちの希望にあった資料の購入、

図書の買い替えを行い、図書館サービス計

画で示す目標値を概ね達成できた。館内で

は、書架の増設や配置の見直し、案内表示

の更新等のレイアウト改善に取り組み、また

全館での自由学習スペースの設置等、中高

生を中心とした若い世代に図書館を身近

な存在と感じてもらえる働きかけを行っ

た。 

課 
題 

新型コロナウイルス感染症の影響で減少

した事業の参加人数を、どのように回復し

ていくかが今後の課題である。また、主に

老朽化が原因となっている施設面の不具

合についても、計画的な改善が急務となっ

ている。 

成 

果 

平成２５年度以降、「こども読書通帳」を

作成し、市内全小学生に学年ごと６種類の

通帳を配布している。読書通帳に児童が記

載したおすすめの本の展示・貸出を全館で

行うほか、図書館で作成した紹介原稿を小

学校の校内放送に依頼するなど、通帳活用

を促す取り組みも行っている。 

課 

題 

興味をもって通帳を利用する児童も多

いが、高学年になるほど通帳を更新する児

童が減少している。低学年からの読書習慣

の確立と学校の連携等が課題である。 

子ども読書活動の推進 

こども読書通帳の配布 

 ② 子どものときから本に親しむことができる環境づくり 

成 

果 
学校図書館リニューアル事業は、年２校

のペースで支援を実施し、依頼のあった市

内全小中学校のリニューアルが完了した。

学習支援パックの利用については、小学校

の各担任に利用促進チラシと教師向けの

図書館利用案内を配布するなどして利用

の促進を図ることができた。 

課 

題 

司書教諭、学校司書とは年度初めに連絡

会を持ち、適宜情報共有を行っているが、

子どもの読書環境の整備には学校との協

力が不可欠であり、今後も密な連携を図っ

ていく必要がある。 

学校図書館等との連携 
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成 
果 

ビブリオバトルやコンサート、市民ギャラ

リーの開催等のほか、児童文学作家のソウ

マチ氏や甲賀市観光大使の世津田スン氏の

講演会など、多様な内容で図書館での交流

の場を創出した。市民ボランティアの登録

人数も増加を続け、生涯学習の場としても

多く活用いただくことができた。 

課 

題 

行事の開催やボランティア活動などの事

業は今後も継続・拡充を行い、図書館のリ

ピーターを増やす一方、あまり利用するこ

とがない層へのアピールが課題である。 

学びと交流の場の提供 

成 

果 

図書館として必要な基礎資料は５館全

体でバランスよく収集しつつ、歴史や産

業、利用者層などその地域の特性に合わせ

た資料は独自に収集し、各館が特色ある棚

づくりに努めた。 

課 

題 

新鮮な棚づくりのためには、図書館資料

の計画的な除籍や買い替えが必要であり、

利用状況、リクエストサービス、アンケート

等から、これまで以上に的確な選書が必要

である。また５館での更なる特色のある棚

づくり強化も重要となる。 

魅力的で豊かな蔵書づくり 

成 

果 

レファレンスサービスは、積極的な声か

けや細やかな記録により、令和３年度以降

大幅に受付件数が増加した。令和５年度に

は広報も活用し、市民参加型の事業として

レファレンスサービスを展開し、サービスの

周知と利用してもらいやすい環境づくりを

行った。 

課 

題 

「思い出の本探します」など広報を積極

的に活用した事業で、レファレンスサービス

に対する一定の周知を図ることができた

が、日常的にもサービスを利用いただける

よう、継続的な市民への広報と調査に応え

られるための職員のスキルアップが必要で

ある。 

レファレンスサービスの充実 

 C 生涯学習・文化・スポーツ 

文化 
教 育 

施 策 
の 柱 

（１）生涯学習環境の充実 

 ② 子どものときから本に親しむことができる環境づくり 
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 C 生涯学習・文化・スポーツ 

文化 
教 育 

施 策 
の 柱 

（１）生涯学習環境の充実 

 ② 子どものときから本に親しむことができる環境づくり 

成 

果 

移動図書館の平均利用者数・平均貸出

冊数ともに令和元年度以降、毎年増加して

おり、活字資料の利用が困難な方への、大

活字資料の継続的な収集や紙媒体以外の

資料サービス等も充実させた。日本語を母

国語としない人に対しても、各館の需要に

合わせて必要な言語の資料を収集し、心身

の障がい等の理由により来館が困難な人

に対しては郵送サービスを実施し、読書環

境の充実が図れた。 

課 

題 

活字資料の利用が困難な人に向けた対

面朗読サービスなどは、新型コロナウイル

ス感染症拡大以前の利用数には戻ってい

ない。読書バリアフリー法への対応も含め、

新しい生活様式に沿ったサービスの拡充に

努める必要がある。 

読書環境の充実 
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施
策
の
方
針 

こども読書通帳の配布や移動図書館の巡
回、学校との事業の連携等により子どものこ
ろから本に親しむことができる環境整備を実
施し、自主的な読書活動やさらなる読書意欲
の向上を推進し、子どもの心に寄り添った読
書活動と安心できる子育てを支える「まちの
ゆりかご」になります。 

施
策
概
要 

〇こども読書通帳の配布 
〇学校図書館司書や学校図書館との連携 
 強化 
〇移動図書館やブックトークの実施 
〇保護者への読書活動推進啓発 

施
策
の
方
針 

「地域の情報拠点」として、ニーズにあっ
た適切な資料収集と利用者の求める資料
との適切なマッチングに引き続き注力する
とともに、活字資料の利用が難しい方にと
ってもいつでも必要な時に知りたい情報が
得られる「まちの知恵袋」になります。 

施
策
概
要 

〇レファレンスサービスの充実 
〇活字資料利用困難者等に対する資料提 
 供の充実 
〇甲賀市独自の魅力的で豊かな蔵書づくり 

施
策
の
方
針 

ビブリオバトルやコンサート、市民ギャラ
リー開催や、講演会等の機会を通じて、各５
館の地域性や特色を活かした蔵書や行事
の開催を充実し、図書館リピーターの増加
や新規利用者の増加につなげ、本と人、人
と人の出会いにより、新たな世界や可能性
を広げる「まちのオアシス」となります。 

施
策
概
要 

〇地域資料を活用した講座・教室の開催 
〇生涯学習活動の支援 
〇わかりやすい利用案内の作成 
〇ビブリオバトル等の市民交流参加型イベ 
 ントの開催 

ターゲット 4.a 

子ども、障がい及びジェンダーに配慮した教育施設を構築・改良し、すべての人々に安全で非暴力的、包摂

的、効果的な学習環境を提供できるようにする。 

ターゲット 4.5 

2030年までに教育におけるジェンダー格差をなくし、障がい者及び脆弱な立場にある子どもなど脆弱層

があらゆるレベルの教育や職業訓練に平等にアクセスできるようにする。 
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 C 生涯学習・文化・スポーツ 

文化 
教 育 

施 策 
の 柱 

（２）文化・芸術の振興 

成 

果 

金の卵プロジェクト事業として、文化プロ

グラムでは、各界で独自の職業を築いたク

リエイターを、スポーツプログラムは、プロ

のスポーツ選手を招聘し、プロの高い技術

を身近で見て、体感することで、子どもた

ちが夢を実現していくための、前向きな気

持ちや向上心の醸成となる機会を提供で

きた。 

課 
題 

一流のクリエイターやアスリートの招聘に

は、各種調整に困難なことが多く、事業実

施計画の遅れや、当初の変更を余儀なくさ

れることが多いため、事業実施におけるノ

ウハウを構築する必要がある。 

成 

果 

通算１０回目となる令和５年度ジュニア

ダンスフェスでは、プロのダンサーをゲスト

に迎え、各地域の団体の練習拠点に働きか

け、オリジナルダンスを協働制作する機会

を得る等、交流しながらレベルアップでき

る機会の提供ができた。 

課 

題 

新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、活動が長期にわたり制限されたが、

徐々に活動状況は回復している。第１０回

フェスのように県等の他の団体とコラボレ

ーションする場合には、総合的な取りまと

めをどこが担うのかあらかじめ調整が必要

である。 

金の卵プロジェクト 

ジュニア・ダンス・フェスティバル 

 ① 文化・芸術の振興のための人材育成、活動の場の充実、自主活動支援 

 ② 文化・芸術の環境整備 

成 

果 

平成２２年度から実施してきた「クレイア

ニメ制作講座」が受託者の解散により事業

停止を余儀なくされていたが、新たに、ア

ニメ制作事業者との協定を締結したことか

ら、プロの声優やアニメ監督とふれあい、

アフレコ体験を行える機会を提供すること

ができた。 

課 

題 

今後、アニメーション制作にかかる講座

等は、協定を締結した事業者との取り組み

が想定される。事業内容の切り口は複数考

えられるので、協定者を専門性あるパート

ナーとしてとらえ、子どもたちがクリエイテ

ィブな仕事のおもしろさを体験する機会と

していきたい。 

クレイアニメ制作教室 



62 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

成 

果 

展示室サロンコンサートや高校演劇、「０

さいからのおんがくかい」等、幅広い年齢

層に向けた事業により、多様な鑑賞の機会

を提供することができた。 

課 

題 

多くの方に鑑賞いただけているが、今ま

で利用したことがない市民にさらに関心が

広がり、より多くの方に来場いただけるよ

うな仕掛けづくりが必要である。 

文化施設の利用促進 

成 

果 

甲賀市文化協会連合会芸能祭の開催や

各町の文化祭の開催において、特に新型コ

ロナウイルス感染症拡大期には、中止判断

や開催方法の相談に対し、丁寧に対応し、

支援することができた。 

課 
題 

文化協会については、新しい団体や若い

人の加入が少なくなり、高齢化が進み、加

入団体が減少している。 

市民が企画し参加する文化講演等の支援と民間団体等との連携による文化活動の場や機会の拡大 

成 

果 

甲賀市美術展覧会を毎年開催し、新型コ

ロナウイルス感染症の拡大により、開催中

止となった際も、展示作品の動画配信を行

い、翌年以降は、密にならないよう工夫し

て展覧会を開催し、創作活動が途切れるこ

とのないよう機会の提供を続けることが

できた。 

課 

題 

美術作品の発表、鑑賞の場として、美術

展覧会を開催することは必要であるが、各

部門の専門的な知識を持った実行委員候

補者が不足している。 

甲賀市美術展覧会、アール・ブリュットなど芸術家等の創造活動への支援 
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 C 生涯学習・文化・スポーツ 

文化 
教 育 

施 策 
の 柱 

（２）文化・芸術の振興 

 ① 文化・芸術の振興のための人材育成、活動の場の充実、自主活動支援 

 ② 文化・芸術の環境整備 

成 

果 

土山公民館、甲南情報交流センター、碧

水ホールのトイレを洋式に改修し、誰もが

利用しやすい施設として整備を進めた。ま

た、アール・ブリュット事業を通じて、障が

いの有無に関わらず、誰もが価値のある存

在であると認めあう共生社会のまちづくり

を進めた。 

課 
題 

施設数が多いため、施設整備を進める際

には、公共施設等総合管理計画に基づきな

がら、必要に応じて新しい判断により進め

る必要がある。 

高齢者・障がい者等全ての人々の文化活動等の環境整備 

成 

果 

びわ湖芸術文化財団や滋賀県、民間文化

芸術機関、市文化協会連合会等と連携して

事業を開催した。また、市内及び市をアピ

ールする文化芸術事業の後援を行い、広報

紙への掲載や児童生徒へのチラシ配布等で

協力した。 

課 

題 

後援事業の広報は、事業の主催者が主体

的に広報活動を行うことが基本であり、市

として協力する範囲はその都度判断が求め

られる。 

文化・芸術活動が活発に行われる環境づくりの推進 
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ターゲット 4.a 

子ども、障がい及びジェンダーに配慮した教育施設を構築・改良し、すべての人々に安全で非暴力的、包摂

的、効果的な学習環境を提供できるようにする。 

ターゲット 4.5 

2030年までに教育におけるジェンダー格差をなくし、障がい者及び脆弱な立場にある子どもなど脆弱層

があらゆるレベルの教育や職業訓練に平等にアクセスできるようにする。 

施
策
の
方
針 

文化芸術の表現の自由を尊重し心が通

じ合えるまちを目指し、一人ひとりの自主

性、主体性、創造性を尊重し、誰もが文化芸

術に触れる機会を作り、情報を発信します。 

施
策
概
要 

〇甲賀市美術展覧会の開催 

〇多様な鑑賞事業、体験事業の充実 

〇アール・ブリュットの推進 

〇芸術家派遣等の実施 

施
策
の
方
針 

文化芸術を担う人を育て、活躍ができる

まちを目指し、未来の文化芸術を創造する

子どもたちを育て、後継者や担い手を育て

ます。 

施
策
概
要 

〇市民参加事業の推進 

〇市内在住・ゆかりのあるアーティスト等の 

 活躍の場創出 

〇金の卵プロジェクト事業 

施
策
の
方
針 

地域固有の文化芸術資源を活かす創造

的まちを目指し、市の文化資源を活用し、

潜在的価値を掘り起こしたまちづくりを推

進します。 

施
策
概
要 

〇地域文化団体等への支援 

〇民間事業者との協力・連携 

施
策
の
方
針 

施設の整備、有効活用を図るとともに、

今ある場所を有効活用し、文化芸術活動と

振興の実践を通じて、地域課題に取り組み

ます。 

施
策
概
要 

〇歴史的建造物、既存の文化施設等の活用 

〇社会的要求を反映した設備への更新・導 

入 

〇観光協会、教育機関等、他分野との連携 

施
策
の
方
針 

文化芸術活動の実践を通して、地域課題

の解決及びまちづくりを推進します。 

施
策
概
要 

〇多文化共生の醸成 

〇地域振興、コミュニティ再生の醸成 

〇地域文化の正統な伝承 
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 C 生涯学習・文化・スポーツ 

文化 
教 育 

施 策 
の 柱 

（３）スポーツの振興 

成 

果 

市内９つのクラブで構成する連絡協議会
の理事会に参画するとともに、その運営に
対し財政的な補助を行うことで、各クラブ
が情報の共有を行いながら、障がい者スポ
ーツの推進などを含め、活発に活動いただ
くことができた。このことで、各地域で誰も
が気軽に継続的にスポーツに参加できる環
境を提供できている。 

課 

題 

クラブの設立時からの指導者が多く、世
代交代が進んでいない傾向にある。若い世
代が参画できるような仕組みづくりが急務
である。また、クラブによっては、会員の年
齢層や居住地域が偏っているクラブもあ
り、活動を地域全体に広げていく必要があ
る。 

成 

果 

主管事業である「ふれあいゆるスポフェ
スティバル」の開催を継続しており、関係団
体や専門学校との連携が図りながら、市民
に運動機会の提供やきっかけづくりの場と
なっている。また、各地域等に出向いてニ
ュースポーツの紹介や運動指導を行うこと
で、市民の身近なスポーツへの取り組みを
支援している。 

課 

題 

地域でのスポーツ指導のニーズは高く、
定例会や県の研修会などによる資質向上
に努めているが、活動量が多く負担が一部
の委員に偏る傾向にある。ボランティア的
な活動であることから、委員全体での負担
の分散や新たな推進委員の育成が課題で
ある。 

総合型地域スポーツクラブの活動の充実 

スポーツ推進委員およびスポーツ指導員の活動の充実 

 ① だれもが気軽にスポーツに親しめる環境づくり 

 ② スポーツ振興のための施設整備と指導者育成 

成 

果 

スポーツイベントを開催する際には、障
がい者施設への案内を行い、障がいの有
無にかかわらず楽しめるよう企画した。ま
た、誰もが楽しめるニュースポーツである
ボッチャの普及に努めた。 

課 

題 

障がい者施設との接点が少なく、障がい
者を取り巻く実情が把握できていない。ま
た、市外の施設に通所されている市民への
アプローチが難しい。さらに、支えるスポー
ツへのイメージが希薄で、普及が難しい。 

障がい者スポーツ活動の推進 

成 

果 

学校体育施設の開放を行い、より多くの
市民が生涯を通じてスポーツに親しめる環
境づくりを行った。 

課 

題 

学校体育施設の利用者が多く、施設利用
や使用料徴収など管理の管理面について
効率化が必要である。 

学校施設開放事業の推進と充実 

成 

果 

スポーツ推進委員、スポーツ少年団など
では、指導者研修に関する情報提供に努め
た。あいの土山マラソンでは、登録団体な
ど多くの市民にスポーツボランティアへの
参加を呼び掛けた。また、甲賀市スポーツ
協会に甲賀市ウォーキングリーダー養成講
習会を開催いただき、３６名のリーダーを
養成することができた。 

課 

題 

指導者研修については情報提供にとど
まっている。また、スポーツボランティアに
ついては、参加者増の支障となっている事
項が把握しづらく活動を広げることが難し
い。 

ニーズに応じたスポーツ指導者の育成と資質向上 
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施
策
の
方
針 

生涯スポーツ社会実現のため、一人ひと

りが自らスポーツ推進を図る主体として、

スポーツや健康づくりに関心や興味を持

ち、市民の理解と協力のもとで、事業推進・

スポーツに関する情報の幅広い提供に努め

ます。 

施
策
概
要 

〇スポーツ推進委員の委嘱 

〇ニュースポーツ等の体験指導 

〇障がい者スポーツの推進 

施
策
の
方
針 

市スポーツ協会や小・中・高体育連盟、ス

ポーツ少年団、総合型地域スポーツクラブ

等、市内スポーツ関係団体等と連携を図

り、スポーツ推進体制を充実します。 

施
策
概
要 

〇指導者研修に関する情報提供 

〇各団体実施事業への支援 

施
策
の
方
針 

児童生徒の体力向上のため、生涯スポー

ツにつながる児童生徒の体力向上の重要

性を、子どもたちを見守り、育てていく地

域・家庭・学校と共有し、連携体制を強化し

ます。 

施
策
概
要 

〇学校運動部活動指導の連携 

〇遊びを通じた運動・スポーツの充実 

施
策
の
方
針 

特に総合型地域スポーツクラブは、児童

生徒の体力向上だけでなく、市民の健康づ

くり、青少年の健全育成、まちづくりによる

地域活性化など地域経営の重要な資源と

なることから、コミュニティ振興や健康づく

りに向け柔軟な姿勢で取り組みます。 

施
策
概
要 

〇自治振興会事業への社会体育指導員や 

 スポーツ推進委員の派遣 

〇学校施設開放事業の実施 

ターゲット 4.a 

子ども、障がい及びジェンダーに配慮した教育施設を構築・改良し、すべての人々に安全で非暴力的、包摂

的、効果的な学習環境を提供できるようにする。 

ターゲット 4.5 

2030年までに教育におけるジェンダー格差をなくし、障がい者及び脆弱な立場にある子どもなど脆弱

層があらゆるレベルの教育や職業訓練に平等にアクセスできるようにする。 
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 D 歴史・文化財 

文化 
教 育 

施 策 
の 柱 

（１）文化財調査と保護 

成 

果 

毎年２回、文化財保護審議会を開催し、必
要な指導を仰いだ。計画期間中に新たに５件
の市指定文化財を指定し、貴重な歴史遺産
の保護を図ることができた。 

課 

題 

新型コロナウイルス感染症の影響で文化財
保護審議会の開催ができず、指定資料の数
が滞った。また、過去の指定分野に偏りがみ
られるため、未指定分野の指定を目指した調
査研究が必要である。 

文化財保護審議会の開催文化財の市指定 

 

 ① 文化財の調査、保護、保存による歴史文化遺産の継承 

成 

果 

保存団体に対し適正に支援を行うことで、
無形民俗文化財の保存継承を図ることがで
きた。また、ユネスコ登録を受けたケンケト踊
りについては、行事の調査や行事開催時の
警備や臨時駐車場設置などの運営や公開に
かかる支援を行った。 

課 

題 
行事の伝承にかかる地域での担い手不足

が大きな課題である。 

民俗文化財の伝承 

成 

果 

所有者や管理者に対し適正に支援を行う
ことで、文化財の保存管理を図ることができ
た。 

課 

題 

防災機器の老朽化により更新が必要であ
るが、多額の費用がかかり、所有者に大きな
負担となっている。また、文化財を適切に保
存するための支援について、支援の方法や補
助率などの検討が課題である。 

指定文化財防災管理、史跡・天然記念物保存活動支援 

成 

果 

指定文化財の修理に対し適正に助成を行
うことで、文化財の保存管理、活用を図るこ
とができた。 

課 

題 

修理の要望が増加しており、また、大規模
な修理案件もあることから、計画的な事業実
施が必要であるとともに、所有者の負担軽減
を図る取り組みが必要である。 

指定文化財の保存と継承 

成 

果 

甲賀広域行政組合消防本部による文化財
防火運動に伴い、特別査察に同行、所有者へ
の啓発を行うことができた。 

課 

題 

地域で管理している文化財については、担
い手の継承が課題となっている。 

文化財防災防犯対策 

成 

果 

資料館企画展の開催に伴う研修会を開催
し、広く知っていただく機会とした。 
地域の催しとあわせて、現場説明会などを

開催することができた。 

課 

題 

担当課単独での大規模な研修会開催は難
しく、部局間、他自治体等と連携して取り組む
ことが課題である。 

研修会の開催 

成 

果 

郷土史・文化財の調査、研究活動を行うこ
とで、生涯学習の機会を促進することができ
た。 

課 

題 

各団体とも加入者が減少しており、会の事
業運営などの検討が課題となっている。 

郷土史会等支援 
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施
策
の
方
針 

貴重な歴史遺産を市の文化財として指

定し、良好な状態で保存のうえ、次世代へ

継承するとともに、民俗文化財の伝承や史

跡や天然記念物の整備・保存活動を支援し

ます。 

施
策
概
要 

〇市指定文化財への指定 

〇指定文化財等の保存にかかる支援 

〇民俗文化財伝承にかかる運営支援 

施
策
の
方
針 

未指定の文化財に関する実態調査や埋

蔵文化財等の調査を行い、文化財調査を推

進します。 

施
策
概
要 

〇新規発見等された文化財の調査・保全 

施
策
の
方
針 

文化財を管理いただく所有者の方に対

し、災害・盗難等から文化財を守る啓発や

市民の皆様への文化財保護意識の醸成を

目的とした研修会等を開催するとともに、

文化財の調査研究や保存活用等を行われ

ている郷土史会等を支援します。 

施
策
概
要 

〇消防等と連携した文化財防災防犯対策 

 の啓発 

〇各種行事等と合わせた研修会の実施 

〇郷土史会等の活動支援 

ターゲット 11.4 

世界の文化遺産及び自然遺産の保護・保全の努力を強化する。 
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 D 歴史・文化財 

文化 
教 育 

施 策 
の 柱 

（２）文化財等の活用 

成 

果 

紫香楽宮跡、市内の城跡を題材とした歴

史フォーラムを毎年各１回開催し、外部講師

を招き、それぞれの史跡のもつ魅力を市内

外に向けて発信することができた。 

課 

題 

特定のテーマによる講演会は継続的に開

催することができたが、市の文化財全般に

ついて普及する事業はあまり実施できなか

った。 

成 

果 

甲賀市文化財ガイドブック（「甲賀を繙

く」）について、第１版以降指定された文化

財等も掲載し、再版することができた。 

課 

題 
ガイドブックやパンフレットで紹介した文

化財に関する情報のデジタル化、またその

公開が課題となっている。 

歴史講演会の開催 

文化財案内ガイドブック・パンフレットの作成 

 ① 市民との協働による文化財を活用したまちの魅力発信 

成 

果 

関係自治体等と連携展示を実施し、それ

に伴う関連事業で幅広い世代に公開活用

ができた。また、新たに動画配信等を行

い、直接来館せずとも周知が可能なツール

ができた。また、ケンケト踊りのユネスコ登

録記念特別展示を実施し、地域の誇りの醸

成につなげたほか、第２５回国際博物館会

議京都大会において、各館の活動を発表

し、世界に発信できた。 

課 

題 

膨大な資料点数や他業務とのバランス

から、十分な調査・展示は困難な状況があ

る。一方、そのような中でも各地域市民セ

ンターや道の駅などで巡回展を行い、広く

知っていただくことができた。今後も調査・

展示方法に工夫をこらす必要がある。 

歴史民俗資料館等展示会開催 

成 

果 
学校への出前講座を精力的に行ったこ

とで、休日にも家族と来館するなど、リピ

ーターを増やすことができた。 

課 

題 

講座としては単発に終わってしまうこと

が多かった。学校の負担を軽減するため、

課題を把握し、計画的に実施する必要があ

る。 

歴史学習・子ども体験学習会の開催 

成 

果 

史跡紫香楽宮跡（宮町地区）第１期整備

について、甲賀市史跡紫香楽宮跡調査整

備委員会での検討を経て、史跡公園整備

の実施設計が完了した。また史跡公園整備

の実施について地元説明等を行い、整備

実施を進めることができた。 

課 

題 

史跡公園の活用方法を、地域を中心とし

た市民とともに模索していく必要がある。 

史跡紫香楽宮跡の整備活用 
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施
策
の
方
針 

文化財・歴史関係の講演会や案内用のガ

イドブック等を作成し、市内の貴重な歴史

遺産の継承と積極的な活用を図ります。 

施
策
概
要 

〇歴史フォーラムの定期開催 

〇資料館企画展の開催 

施
策
の
方
針 

歴史民俗資料館の展示の充実や、学校と

連携した出前講座等による地域学習の推

進により公開活動事業を充実します。 

施
策
概
要 

〇水口レイピア、各史跡からの出土品の展 

 示の充実 

〇各地域の特徴を踏まえた学校出前講座 

〇市民団体や地域への出前講座 

成 

果 

水口岡山城や甲賀郡中惣遺跡群の城跡

について、定期的な除草や樹木の伐採、案

内看板の設置を実施し、見学のための環境

の整備を進めることができた。また、これま

でに発掘調査を行った城跡の出土品を、水

口歴史民俗資料館と水口城資料館で展示

し、市民に向けて公開することができた。 

課 

題 

これまでに継続してきた城郭歴史フォー

ラム開催、見学のための環境整備、水口岡

山城の会と連携した史跡活用といった取り

組みは引き続き継続していく。加えて、史

跡水口岡山城跡保存活用計画が令和７年

度に策定予定であるが、本計画に基づいた

効果的な保存活用の取り組みにつなげる

必要がある。 

水口岡山城跡活用 

成 

果 

水口岡山城の会や甲賀ロータリークラ

ブ、甲賀市観光まちづくり協会と連携し

て、水口岡山城を中心に市内の城跡を活

用した事業を展開することができた。ま

た、紫香楽宮跡活用実行委員会や宮町営

農組合と連携し、紫香楽宮跡を活用した事

業を進めることができた。 

課 

題 

地域や市民団体と協働し、紫香楽宮跡の

史跡公園の活用や、水口岡山城跡の保存

活用計画を実施する必要がある。 

市民との協働・連携 

施
策
の
方
針 

国史跡に指定されている紫香楽宮跡や

水口岡山城等の整備を行い、公開活用を推

進します。 

施
策
概
要 

〇史跡水口岡山城跡保存活用計画の策定 

〇地域や市民団体との連携 

〇紫香楽宮跡の史跡公園活用促進 

ターゲット 11.4 

世界の文化遺産及び自然遺産の保護・保全の努力を強化する。 
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 E 多文化共生 
教 育 

施 策 
の 柱 

（１）多文化共生 

成 

果 

かわせみ教室や日本語指導担当者、母語

支援員らが直接かかわることにより、児童

生徒や保護者に対してきめ細かな支援を行

い、外国人児童生徒を支援する総合的な体

制づくりにつなげることができた。 

課 

題 

利用者は年々増加しているものの、全て

の外国人児童生徒の相談を受けているわ

けではないため、個々の課題感が把握しき

れていない。 

成 

果 

必要に応じた関係部局の紹介や、通訳を

通して丁寧に相談に応じることで、保護者

からの相談等へ対応するための体制づくり

につなげることができた。 

課 

題 

生活にかかわる相談など、制度が十分に

理解されていない場合や、必要な支援が生

徒や保護者に行き届いてない場合がある。 

日本語指導コーディネーターの配置の検討 

保護者からの相談等へ対応するための体制づくり 

   ③生きる力を育む体験活動の推進 

成 

果 

日本語指導等特別な指導を行っている

学校の指導担当教員等を対象として、現在

の課題に即した日本語指導のあり方や指

導方法について、大学教授等を講師として

招聘し、理解を深めることができた。 

課 

題 

日本語初期指導教室において実際の指

導場面を参観いただき、具体的な助言を受

けたが、今後も広げ、深めていく必要があ

る。 

教職員研修の充実 

 ① 外国人児童生徒を支援する総合的な体制づくり 

 ② 学校や各種団体、企業、地域の連携による日本語指導や進路支援の充実 

成 

果 

日本語指導等特別な指導を行っている

学校の指導担当教員等を対象として、大学

教授等の招聘や授業研究会の開催により

理解を深めることができた。また、近年外

国籍児童生徒の転入が増加傾向であり、多

国籍化も進んでいるため、ニーズの多いベ

トナム語支援員の任用や日本語初期指導

教室の充実・増設等に取り組んだ。 

課 

題 

児童生徒の転入（編入）状況に伴い、日

本語指導加配や日本語指導支援員の配置

のある学校が増えてきており、一定水準の

質の高い日本語指導が必要であり、研修の

さらなる充実等が求められる。 

日本語初期指導教室「かわせみ教室」の運営 

成 

果 

毎年１０月に外国にルーツを持つ児童生

徒また保護者に向けた進路ガイダンスを実

施し、日本の教育制度への理解を深める取

り組みが実施できた。 

課 

題 

年々外国にルーツをもつ児童生徒が増

加傾向にあり、また多国籍となっている

中、各家庭の実情、ニーズに応じた対応が

必要となっている。そのため、より一層関

係課や関係団体との連携が必要である。 

外国にルーツを持つ児童生徒・保護者向け「中学校卒業後の進路ガイダンス」の開催 
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施
策
の
方
針 

外国にルーツを持つ児童生徒とその

他の児童生徒が互いを尊重しあい、共

に学ぶことができる環境整備を推進し

ます。 

施
策
概
要 

〇日本語初期指導教室「かわせみ教 

 室」の設置・充実 

〇母語支援員の配置 

〇日本語指導加配や日本語指導支援 

 員の配置・充実 

施
策
の
方
針 

 外国人児童生徒の教育ニーズを把

握し、母語支援員・日本語初期指導教

室「かわせみ教室」の活用や、関係機関

との連携を図りながら、日本語指導や

教科指導等の充実を進めます。 

施
策
概
要 

〇日本語初期指導教室「かわせみ教 

 室」の設置・充実（再掲） 

〇母語支援員の配置（再掲） 

施
策
の
方
針 

 小中学校における進路指導・キャリ

ア教育の取り組み推進と、関係課や民

間団体等との協働による進路ガイダン

ス実施により進路選択支援の推進を

図ります。 

施
策
概
要 

〇「中学校卒業後の進路ガイダンス」の 

 実施 

ターゲット 4.1 

2030年までにすべての子どもが男女の区別なく、適切かつ効果的な学習成果をもたらす無償かつ公正

で質の高い初等教育及び中等教育を修了できるようにする。 

ターゲット 10.2 

2030年までに、年齢、性別、障がい、人種、民族、出自、宗教、あるいは経済的地位その他の状況にかか

わりなく、全ての人々の能力強化及び社会的、経済的及び政治的な包含を促進する。 
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 F 人権教育・人権啓発 
教 育 

施 策 
の 柱 

（１）人権教育の推進 

成 

果 

各校・園の保育授業研究会では基底プラ

ンとの関連も明らかにしながら実践と交流

を深めることができた。 

課 

題 

基底プランの改訂に向けて計画的に取り

組みを進めていく必要がある。 

成 

果 

人権尊重のまちづくりセミナー・人権教

育研究大会については、新型コロナウイル

ス感染症の影響により制限を余儀なくさ

れたが、令和５年度には市民とともに教職

員・保護者へも参加を募ることができた。

また、休刊していた啓発教材を令和５年度

に復刊し、市民啓発用及び学校園教職員用

教材として活用することができた。 

課 

題 
人権尊重のまちづくりセミナー・人権教

育研究大会へ可能な限り多くの方に参加し

ていただけるよう工夫が必要である。ま

た、啓発教材活用の機会も積極的に提案し

続けたい。 

人権教育基底プラン（改訂版）の定着 

主体的な学びの推進 

   ③生きる力を育む体験活動の推進 

成 

果 

人権教育推進協議会等と連携し、人権尊

重のまちづくりセミナー・人権教育研究大

会を運営できた。また、人権保育授業研究

会では、開催支部の人権教育推進協議会

へも案内し、可能な範囲で参加いただくこ

とができた。さらに、人権尊重のまちづく

り懇談会の開催を全区・自治会に依頼し、

４年ぶりに多くの実施報告を得た。 

課 

題 

人権関係機関・団体と校園の連携は大切

であり、有意義で効率的な連携を模索した

い。 

交流や協働による地域づくり 

 ① いのちを大切にし、人間の尊厳を基本とする、人が輝く教育の推進 

 ② あらゆる場における人権教育の推進と指導者の育成 

成 

果 

地域人権リーダー養成講座として５回の

講座を開くことができた。学校・園にも案

内し、参加を募ることができた。 
課 

題 

地域リーダーの養成という目的を達成し

ている事業であるものの、総参加者が２０

人に満たず、対象層の開拓が課題である。 

人権教育・啓発リーダーづくり 
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施
策
の
方
針 

人権に関する課題の解決や差別意

識の解消に向けて、「甲賀市人権教育

基底プラン（改訂版）」に基づき、教育

活動のあらゆる場面において人権に

かかわる教育を展開・推進します。 

施
策
概
要 

〇甲賀市人権教育基底プランに基づ 

 く、保育園等、小中学校での一貫した 

 人権教育の実施 

施
策
の
方
針 

人間の尊厳や人権の大切さなどに

ついて基礎的な学びを充実し、自尊感

情を高め、豊かな感性を育み、人との

かかわりや社会とのかかわりを通して

互いに認め合い、共に生きる実践的な

態度を養います。 

施
策
概
要 

〇人権尊重のまちづくりセミナー、人 

 権教育研究大会の開催 

〇人権教育啓発DVD貸出 

施
策
の
方
針 

 人権の大切さや人間の尊厳などの

人権についての普遍的な教育と、個別

的課題についての教育を互いに関連

させることで、人権尊重の精神の養成

に取り組みます。 

施
策
概
要 

〇人権教育推進協議会等との連携 

〇人権尊重まちづくり懇談会の開催 

〇人権教育全体計画の作成 

施
策
の
方
針 

 子どもの権利条約や子ども基本法

に理念に則り、子どもたちの自己決定

権をはじめとした子どもの人権の尊重

や居場所の確保等、子どもたちに寄り

添った施策を推進します。 

施
策
概
要 

〇スペシャル・サポート・ルーム等の居 

 場所確保 

〇職場人権研修の実施 

〇子どもの権利条約の周知、発信 

ターゲット 10.2 

2030年までに、年齢、性別、障がい、人種、民族、出自、宗教、あるいは経済的地位その他の状況にかか

わりなく、全ての人々の能力強化及び社会的、経済的及び政治的な包含を促進する。 

ターゲット 16.6 

持続可能な開発のための非差別的な法規及び政策を推進し、実施する。 
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 G 安全教育・防災教育・保健衛生教育 教 育 

施 策 
の 柱 

（１）安全教育の充実 

成 

果 

毎年、各校において学校安全全体計画を

作成し、自他の生命を尊重し、安全な生活

を営むことのできる態度・能力の育成を図

った。 

課 

題 

自分の安全を守るために、情報を正しく

判断する力や、危険を予測して回避する力

など自己判断・危険回避などの能力の育成

が必要である。 

成 

果 

学・警連携により緊急時にも即連絡が取

れるようになり、交通安全教室の実施で

は、警察から様々なアドバイスをいただき

ながら、安全指導の充実に向けて取り組め

た。 

課 

題 
指導が定番化している傾向があり、ラウ

ンドアバウトのような新しい道路について

の指導や、児童生徒が自ら危険予測や危険

回避能力を身に着けられるような指導の

工夫が必要である。 

学校安全全体計画の作成 

交通安全教室 

成 

果 

警察との連携で防犯教室を実施し、不審

者（侵入者）対応や登下校における防犯対

策について児童生徒らが危機意識をもつ

ことができた。 

課 

題 

訓練を実施しているものの回数も限られ

ており、防犯体制や校内での連携が十分と

は言えない側面がある。 

防犯教室 

成 
果 

薬物乱用の危険性を周知徹底し、薬物乱

用による弊害を正しく認識することや誘惑

に対して断れる的確な判断力を持つことを

意識した教室を実施できた。 

課 

題 

薬物乱用が危険なことは理解できてい

るが、身近に誘惑があるという認識には至

っていない。 

薬物乱用防止教室 

成 

果 

安全マップを作ることで児童ら自身が登

下校で安全上注意するべき点を共通理解

し、通学路の危険個所について教職員も把

握することができた。 

課 

題 

通学路の道路や柵などの新設などハー

ド面が十分ではなく、危険がなくなったわ

けではないため、児童の安全確保について

は引き続き課題が残る。 

通学路安全マップの作製 

 ① 安全対策の啓発や安全指導の充実 

成 

果 

県主催の危機管理トップセミナーへの参

加をはじめ、消防署や警察と連携すること

で、危機管理意識を持つことができた。 

課 

題 

研修会を必ずしも受講できている教員

がいえず、校内での伝達が十分に行われて

いるとは限らないため、誤った認識をもっ

ている教職員もいる。 

教員研修の充実 
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施
策
の
方
針 

子どもたちが交通事故や不審者、薬

物等から自身の身を守ることができる

よう、定期的に警察や少年センター等

と連携した交通安全教室や防犯教室、

薬物乱用防止教室等を実施するとと

もに、教員への研修も行い、危機管理

意識の高揚を図ります。 

施
策
概
要 

〇交通安全教室、防犯教室、薬物乱用 

 防止教室の実施 

〇危機管理意識高揚に向けた教職員 

 研修の実施 

施
策
の
方
針 

  登下校時の安全・安心確保のため

に、「あいこうか緊急メール」や「通学路

安全マップ」等を活用して、保護者、地

域、スクールガード、その他関係機関と

連携・協力し、地域ぐるみでの学校安

全体制の整備を進めます。 

施
策
概
要 

〇学校安全全体計画の作成 

〇通学路合同点検の実施 

〇通学路安全マップの作製 

〇スクールガードリーダー等との連携 

ターゲット 3.5 

薬物乱用やアルコールの有害な接種を含む、物質乱用の防止・治療を強化する。 
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 G 安全教育・防災教育・保健衛生教育 教 育 

施 策 
の 柱 

（２）学校・園における防災教育の推進 

成 

果 

年度初めに警察署や消防署から助言を

もらいながら計画を策定することにより、

安全対策や避難訓練についてもスムーズに

運用ができた。 

課 

題 

学校間により格差があり、十分に助言を

得られていない学校も見受けられた。 

成 

果 

学校防災教育コーディネーターの担当者

による働きかけで危険を回避できる訓練

が行われている。 

課 

題 
学校防災教育コーディネーターの担当者

によって、危機管理意識に差がみられる。 

学校安全計画・防災計画の策定 

甲賀市学校防災コーディネーター担当者連絡会の開催 

成 

果 

消防署からの指導を受け、お便り等で家

庭に発信したり、子どもが起震車等を体験

したりすることで、家庭でも防災に意識が

向けられるようになった。 

課 

題 

自分の身を守れるよう、年齢に応じた防

災教育を行っていく。 

避難訓練 

成 

果 

訓練をする児童生徒や教職員の意識が

向上し、学校防災教育アドバイザー（消防

署）より事前事後のアドバイスをいただくこ

とで、より充実した避難訓練ができた。 

課 

題 

制度の趣旨は理解できているものの、校

内事情により十分にアドバイスを得ないで

避難訓練を実施している学校も見受けら

れ、アドバイスの機会を設ける必要がある。 

成 

果 
消防署からの指導助言を受けた上で学

校防災計画や避難訓練を実施しているた

め、より精度が高く、関係機関との連携も

充実している。 

課 

題 

モデル校となっていない学校が大多数

であるため、避難訓練や防災計画の見直し

が十分でない学校もあり、モデル校の成果

の拡充が必要である。 

学校防災教育アドバイザー制度の活用 

 ① 災害に適切に対応できる能力の育成 
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施
策
の
方
針 

近年頻発する大規模地震や豪雨等

による事故や災害から子どもたちを守

るため、毎年、学校安全計画や防災計

画を策定するとともに、各小中学校で

選任している学校防災コーディネータ

ー担当者の連絡会を開催し、学校防災

の危機管理意識を向上します。 

 

施
策
概
要 

〇学校安全計画、防災計画の策定 

〇学校防災コーディネーター担当者連 

 絡会の開催 

施
策
の
方
針 

 保育園等や学校において、定期的に

避難訓練や消防署・学校防災教育アド

バイザーからの指導を受け、子どもた

ち自身に災害時に適切に対応できる

能力を育成します。 

施
策
概
要 

〇避難訓練の定期的な実施 

〇消防署、学校防災教育アドバイザー 

 からの指導 

施
策
の
方
針 

 児童生徒が自分の命は自分で守る

意識が身につくよう、「防災手帳」「ハ

ザードマップ」等を活用して、防災に関

する危機予測や回避能力が高まる実

践的な防災教育を推進します。 

施
策
概
要 

〇「防災手帳」「ハザードマップ」等を活 

 用した防災教育 

ターゲット 13.1 

全ての国々において、気候関連災害や自然災害に対する強靭性（レジリエンス）及び適応の能力を強化す

る。 
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 H 環境教育 教 育 

施 策 
の 柱 

（１）環境教育の推進 

 ①持続可能な社会の構築を目指した環境教育の推進 

成 

果 

みなくち子どもの森は、令和５年度自

然館入館者数が７，８３６人となり、主催

行事や、学校の利用等の団体受入、保育園

木育等の出張で、多くの方に自然への理

解を深めていただくことができた。 

また、生物多様性が保たれている場所

として、令和６年３月には環境省から自

然共生サイトとして認定を受けた。 

課 
題 

園内は、里山の自然環境が保たれている

とはいえ、草刈りや樹木伐採が進まない

等、不十分な点も多く自然共生サイトとし

て認定を受けたことを機に園内の整備を

進める必要がある。また、行事や団体向け

のプログラムも、今後ネイチャーポジティ

ブ実現に寄与する内容を目指す必要があ

る。 

みなくち子どもの森の運営（再掲） 

これまでに実施してきた環境教育施策の一例 

📖 小学校における環境教育推進事業 

 ・市内小学６年生の児童を対象に、総合的な学習、環境学習の一環として、市内企業を講師と 

  して、環境配慮の取り組みを受講した。 

 

📖 めざせ環境博士育成プロジェクト －エコ旅・エコ BOOK－ 

 ・小学５年生の社会科カリキュラムと関連付けたモノづくり企業の環境配慮に関する課外授業 

  の実施。 

 ・中学１年生の総合的な学習の時間で、琵琶湖の様子や生物を観察し、自然について学ぶ機会 

  を確保し、環境保全意識を高揚させた。 

 ・学校図書館において、環境に関する図書を幅広く充実。 

 ・７月１日「びわ湖の日」に合わせ、各学校図書館に環境図書コーナーをつくり、環境保全意 

  識を高めた。 

 

📖 みなくち子どもの森運営事業 

 ・みなくち子どもの森園内の「森の広場」を再整備し、自然観察に適した環境を整備し、環境 

  学習の推進を図った。 

 

📖 未来につながるエコフェスタの開催 

 ・令和５年度の開催では、地球温暖化やこれからの新しいライフスタイルに関する講演会、環 

  境について楽しく学べる企業ブースの出展、「環境未来都市・甲賀」絵画コンクール作品展示 

  等を実施。 

 ・令和６年度の開催では、生物多様性に関する講演会、リサイクルに関する展示、「環境未来都 

  市・甲賀」絵画コンクール作品展示等を実施。 

  全世代に向けた環境教育を推進した。 
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施
策
の
方
針 

自然共生サイトに認定されたみなく

ち子どもの森を環境学習やネイチャー

ポジティブの考え方を体現する拠点と

して運営します。 

施
策
概
要 

〇みなくち子どもの森における環境学 

 習・自然体験活動の機会創出 

〇みなくち子どもの森周辺の環境整備 

施
策
の
方
針 

 将来世代にわたり、豊かな生活を確

保できるよう、気候変動や生物多様性

等に起因する社会における様々な問

題を我が事として捉え、問題解決につ

ながる新たな価値観や行動の変容を

もたらし、持続可能な社会を実現して

いくことを目指します。 

施
策
概
要 

〇「環境未来都市・甲賀」の実現に向け 

 ての取り組み推進 

〇生物多様性のための３０by３０アラ 

 イアンスへの参加登録 

〇「デコ活」の取り組み推進 

施
策
の
方
針 

 ＳＤＧｓをはじめ、環境や資源・エネル

ギーについての理解を深め、自然環

境、社会環境、生活環境を通して環境

を大切にする心を育成します。 

施
策
概
要 

〇子どもたちを通じた保護者等、市民 

 の環境意識向上 

施
策
の
方
針 

 地域はもとより、地球全体を視野に

入れた環境保全や創造のための環境

美化活動や地域に根差した自然体験

活動を行う等、持続可能な社会を築い

ていこうとする資質や能力、実践的な

態度の育成に努めるとともに、甲賀市

環境未来都市宣言の理解と実践に進

めます。 

施
策
概
要 

〇保育園等、小中学校での環境教育の 

 充実・実践 

ターゲット 13.3 

気候変動の緩和適応、影響軽減及び早期警戒に関する教育、啓発、人的能力及び制度機能を改善する。 

ターゲット 15.4 

2030年までに持続可能な開発に不可欠な便益をもたらす山地生態系の能力を強化するため、生物多様

性を含む山地生態系の保全を確実に行う。 
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第３章 計画の推進 

本章では、本市が本計画を推進するために必要となる事項を示します。 

計画の推進にあたり、これまで市が構築してきた安全管理体制を堅持することと、事業に携わ

る一人ひとりが安全に対する高い意識をもって事業を行うことを、全ての施策推進の土台に据え

て取り組みます。 

 

１．教育委員会機能の充実 

 

（１）教育委員会委員協議会の設置 

教育委員が、教育委員会の処理すべき事務にかかる調査、研究を行う等その活動を充実さ

せるため、教育委員会委員協議会を設置しています。 

委員協議会では、次のような活動を行います。 

・教育にかかる制度改正に対応するための法令等の調査、研究 

・地域の教育事情把握のための市内の学校・園や社会教育施設等の視察 

・教育機関の活動状況把握のための、教育委員会が設置する機関との懇談 

（２）危機管理体制の確立 

近年の異常気象や相次ぐ自然災害への対応をはじめ、事件、事故、感染症の危機の発生に

対し、迅速かつ的確に対応できるよう危機管理体制を確立します。教育機関で多くの児童生

徒や市民の皆様が学習活動をされており、日々、様々な危機の発生が想定されます。 

その被害や影響の軽減を図るため、危機管理体制の構築、危機発生の未然防止対策、危機

発生時の対応等の危機管理にかかる基本的な取り組み方針を定め、教育施策の推進を図りま

す。 

なお、危機に際しては、甲賀市地域防災計画、甲賀市危機管理計画及び甲賀市国民保護計

画を遵守します。 

（３）効率的・効果的な組織のあり方 

教育に関する各施策は、教育委員会が所管する分野だけでなく、市長部局が所管する分野

もあることから、関係部署が組織横断的に連携し、特に重要な課題については、総合教育会

議の中で、市長と教育委員会が情報や課題を共有し、課題解決に向けて取り組み効率的・効

果的な組織運営を行います。 

また、より質の高い教育を市民に提供するため、ワーク・ライフ・バランスを推進し、活

き活きと教育活動が行える元気な職場環境づくりに取り組みます。 
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２．関係者の役割分担と連携協力 
 

 教育は、多くの関係者の取り組みにより社会全体で担われるものです。  

 本計画を実りあるものとするためには、個人、学校、家庭、企業、地域等のそれぞれに期待さ

れる役割があります。それぞれが役割を果たしつつ、互いに連携・協力し、社会全体でよりよい

教育環境を整えることで、計画に掲げる施策が強力に推進できることを期待し、オール甲賀で取

り組んでいきます。 

 

（１）市民 

  人生１００年を見据えた人生設計により、その人生を充実させるため、生涯を通じて主体的に 

 考え行動することが大切です。また人口減少や家族形態の変化、生活様式の変化で人と社会のか 

 かわりが薄れつつある中で、地域文化の継承や子育てに積極的に関わるなど自ら地域社会に参画 

 いただくことが期待されています。 

（２）家庭 

  子どもの育ちには、家庭環境が大きく影響します。 

  また、保護者自らが、日常生活の中で様々な場面で手本を示し、教えることが大切です。家庭 

 教育において善悪の判断や規則を守るといった社会生活上のルールやマナーを、しっかりと子ど 

 もに身に付けさせることが求められています。 

  家庭とは、子どもに基本的な生活習慣・生活能力や自立心、コミュニケーション能力などを身 

 に付けさせる場であるとともに、子どもに安らぎを与える居場所でもあります。 

 

（３）学校 

  学校は、教育目標が達成できるよう、教育課程を編成し、教科指導を中心としたあらゆる教育 

 活動を通して、基礎的な知識や技能の取得、またそれらを活用するために必要な思考力、判断力、 

 表現力等の能力を育むことにより、全ての子どもに、豊かな心、学ぶ力、健やかな体のバランス 

 がとれた「生きる力」を育成する場です。 

  また、学校生活を通して、望ましい人間関係の中で集団の一員としての自覚を育て、協働の意 

 義を学びながら、社会生活上必要なルールを習得する場でもあります。 

（４）企業等 

  企業等には、従業員等が、子育てや学校行事に参加しやすい職場環境づくりとともに、従業員 

 等を対象とした生涯学習の機会づくりが求められています。 

  また企業等の協力を得て、小学生の社会見学やものづくり体験、中学生の職場体験実習や社会 

 人講話等の活動を通して、子どもたちが、夢や希望をもち、社会における自分の役割や将来の生 

 き方、働き方等を考え、社会への貢献による自己実現の重要性を学習する貴重な機会となります。 

 企業等には、そうした教育活動への参加や支援、そして子どもの社会規範意識の向上に資する情 

 報発信が期待されています。 

（５）地域等 

  地域社会は、幅広い世代の人々が多様な人間関係の中で生活しています。その中で子どもたち 

 は、地域の大人たちの生き様に直接触れ、また、様々な活動の場を通して、大人から子どもへ地 

 域固有の文化が伝承されています。また、子どもは、社会のルールやモラル、マナーも地域の身 

 近な大人の行動や言動に影響を受けながら身に付けていきます。 

  地域の人々が率先して協力し合い、連帯意識の醸成を図り、ふるさとの良さを子どもたちに実 
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 感させ、安心して遊び、安全に生活できる地域づくりに協働して取り組んでいただくことが、地 

 域の教育力を高めると考えられます。 

  また、地域やボランティア団体・ＮＰＯ等には、専門的知識や技術をもつ指導者をはじめ多様 

 な人材がおられることから、地域と学校がともに高めあい、協働して人づくり、地域づくりに取 

 り組む「コミュニティ・スクール」や「地域学校協働活動」に積極的に参画し、支援いただける 

 ことを期待します。 

 

３．市民の意見等の把握と反映 

教育委員会は、市民に身近な機関として、市民の意思を十分に把握し、また、関係者との連携

を図りながら、事業展開を行わなければなりません。 

本計画の推進にあたっては、事業の立案や実施における過程から、市民との協働を大切にしま

す。 

 このため、教育に関する施策に関し、迅速かつ的確な情報の収集・発信に努めるとともに、

対話や合意形成を通して市民の意見等を把握し、反映する機会の充実に努めます。 

 

４．進捗状況の点検と評価 

計画に掲げている各事業を計画的かつ効率的に実行するために、事務事業評価シートにより事

業の点検・評価を行います。 

さらに、自らが行った点検及び評価の結果について、甲賀市附属機関設置条例第２条の規定に

基づく、教育関係者などで構成する「甲賀市教育行政評価委員会」に意見を求めます。その結果

により見直し等を行い、翌年度の事業展開に活かすことで、計画を着実かつ効果的に推進し、そ

の結果については公表します。 

このように、ＰＤＣＡのマネジメントサイクルに基づく点検評価システムを導入しており、今

後も検証を行い、進捗管理を進めていきます。 

 

 

 

 

 

～ＰＤＣＡのマネジメントサイクル～ 

１．Ｐｌａｎ（計画・目標の決定） 

 業務計画及び目標を決定する。 

２．Ｄｏ（実施・実行） 

          計画に沿って業務を行う。 

３．Ｃｈｅｃｋ（評価） 

業務の実施状況と目標の達成 

状況を評価する。 

４．Ａｃｔｉｏｎ（反映・改善） 

実施が計画に沿っていない部 

分を調べて改善する。 
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５．計画の見直しと新たな課題への対応 

  本計画は、今後１０年先を見通しつつ、令和７年度（2025 年度）から令和１０年度（2028 年 

 度）までの４年間で、総合的かつ計画的に取り組むべき施策の方針を示し策定します。 

今後においても、全国的な教育制度改革が行われた場合や、上位計画である「甲賀市総合計画」

や本計画の基本理念の一つである「甲賀市教育大綱」の改訂など特段の事由がある場合には、状

況の変化に対応し教育施策に適切に反映するため、計画期間の途中であっても、必要に応じて見

直します。 

また、急速に変化する社会の中で、教育が対応すべき課題も日々刻々と変化しています。こう

した市を取り巻く状況の変化に対応するため、計画期間においても、適時適切に新しい課題に対

応するための検討を進め、必要に応じて計画を見直し、教育施策への適切な反映に努めます。 

 

６．安全管理に対する取り組み 

（１）甲賀市青少年活動安全誓いの日 

  平成１９年（2007 年）７月３１日、市教育委員会が実施した野外体験講座において、小学生二 

 人の尊い生命を亡くす事故を招いたことは、将来にわたり有史に深く刻み込まなければなりませ 

 ん。 

  このことを教訓として、再発防止への強い決意のもと、次代を担う青少年の健全育成に資する 

 安全な野外活動を実施することを誓い、毎年７月３１日を「甲賀市青少年活動安全誓いの日」と 

 定めました。 

  今後も市民、市のあらゆる機関や青少年活動実施団体と連携協力し、この精神が根付いていく 

 ように取り組みを進めます。 

 

（２）安全管理体制の整備 

① 本市危機管理計画に基づく「危機管理個別マニュアル」の整備 

 市の各部局は、予測される危機に関する未然防止、緊急対策及び事後対策を迅速・的確に

実施できるよう、危機別に危機管理個別マニュアル（以下「個別マニュアル」という。）を

作成しています。 

教育分野においては、「不審者対応マニュアル」や「青少年の自然体験活動における安全

対策マニュアル」等それぞれの個別マニュアルを作成しており、毎年度、連絡体制等の点検

及び見直しを行うこととして、事業実施前における事業計画書（下見計画、安全対策計画含

む）及び事業執行各段階のチェックシートの作成などが基本項目として盛り込まれており、

個別マニュアルを活用し安全対策に取り組みます。 

② 職員の責任能力・意識、安全意識、安全管理能力を強化するための研修会等の持続的実施 

管理・監督する立場にある職員を対象に、安全管理指導力を強化するための研修を実施し

ます。また、各種団体等の指導者や担当者を対象にした青少年自然体験活動指導者等研修会

では、平成１９年（2007 年）の水難事故事案を教訓としながら、自然体験活動実施に際し

ての安全対策や安全意識の強化を図ります。 

こうした研修等を持続的に実施し、市の安全管理体制が機能するよう、管理職及び事業担

当者の資質向上に引き続き取り組みます。 
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③ 「甲賀市事業執行安全管理体制審査委員会」の設置 

本市では、「甲賀市事業執行安全管理体制審査委員会」を設置しています。この審査委員

会は、市の安全管理体制が人事異動や社会の価値観の変化にも左右されず、ゆるぎないもの

として持続的に機能するように、審査し、体制に疑義が認められる場合、改善指導を行いま

す。 

 


